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住み続けたい御船町

▶ 環境保全の推進 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 2

▶ ごみ処理対策の推進 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 4
▶ 快適な生活環境の整備 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 5
▶ 上下水道等の適切な整備 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 10
▶ 地域防災力の向上 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 12
▶ 安心して生活できる社会の構築 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 14

地域コミュニティの推進 ▶ 自主的な地域づくりの推進 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 15

人を育む御船町

▶ 健康づくりの支援 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
▶ 生涯スポーツの推進 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 17
▶ 介護予防、生活支援体制の充実 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 18
▶ 障がい者の社会参加の促進 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 20
▶ DV対策・その他福祉の支援 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 23

子育て支援体制の充実 ▶ 子育てしやすい環境づくりの推進 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 25
▶ 主体的な学びの実現とグローバル化への対応 ‥‥‥ 28
▶ 地域社会に開かれた教育課程の推進 ‥‥‥‥‥‥‥ 30
▶ 大学・高校との連携 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 31
▶ 生涯学習の充実 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 32
▶ 地域文化の振興 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 33

活力のある御船町

▶ 経営基盤の強化及び整備 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 35
▶ 多様な担い手の育成・確保 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 39

商工業の振興 ▶ 企業の育成・支援 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 40
▶ 企業誘致の推進 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 41
▶ 就労の促進と多様な働き方の支援 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 42

計画的な土地利用の推進 ▶ 活力ある土地利用の推進 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 43

人が集う御船町

▶ 観光拠点施設の整備の充実 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 44
▶ おもてなし人材の育成と受入体制の構築 ‥‥‥‥‥ 45

移住定住の促進 ▶ 新しい人の流れの創出 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 46
積極的な情報発信 ▶ 魅力の発信 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 47

総合計画の適正な推進

▶ 安定的な自主財源の確保 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 49
▶ 財政運営の効率化の推進 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 50
▶ 広域連携の推進 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 52
▶ 情報公開の推進 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 53

町民と行政の共働によるまち
づくり

▶ 共働社会の仕組みづくり ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 54
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実施計画策定の趣旨

　本町では、令和元年１２月に第６期御船町総合計画を策定し、「みんながわ
くわくする御船町」を将来像として掲げました。また、将来像を見据えた４つ
の基本目標を定め、部門ごとに体系化した基本施策を展開することで、まちづ
くりを推進することとしています。
　今回策定した実施計画は、基本構想及び基本計画に掲げた施策を実現するた
めの具体的な事業を、財政的な裏付けをもって示したものです。
　また、社会経済情勢の変化や町財政の見通しを踏まえ、計画期間内の各年度
の事業規模などを明確にしています。

計画の期間

　この計画の期間は、令和５年度から令和７年度までの３年間とし、ローリン
グ方式により毎年度見直しを行います。

実施計画の構成

　この計画書に掲載している事業は、第６期御船町総合計画における施策体系
に基づいて事務事業を掲載しています。
　また、「御船町まち・ひと・しごと創生総合戦略」、「御船町震災復興計
画」、「御船町国土強靱化地域計画」に位置付けられている事業については、
その旨を明記しています。
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

1 住み続けたい御船町

1 自然環境の保全

1 環境保全の推進

３　成果指標

単位

人

t-CO2

４　取組予定 ( 6事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

54 15 27 27
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 54 15 27 27

186 303 303 303
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 186 303 303 303

一般財源

1,088 4,199 1,999 1,999
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 1,088 4,199 1,999 1,999

0 114 114 114
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 114

一般財源 114 114

162 199 200 200
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 162 199 200 200

4

次世代を担う町内の小学生を対
象に、燃えるごみの処分や資源
物のリサイクル、生活排水の浄
水方法や地下水保全及び節水
意識の向上など、環境保全につ
いて学習する機会を設け、御船
町が有する自然豊かな環境の
継承を図る。

環
境
保
全
課

指標名

環境教育学習参加者数

連
番

担当課・係事業

★わくわくプロ
ジェクト

わくわく環境教育
教室

環
境
衛
生
係

111
（平成30年度）

他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

159

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

5

狂犬病予防注射の実施により、
狂犬病の発生とそのまん延を防
止することにより、公衆衛生の
向上及び公共の福祉の増進を
図る。

環
境
保
全
課

狂犬病予防事業

環
境
衛
生
係

取組内容

取組内容

計画策定時の
現状値（令和元年度）

目標値（令和５年度）

基本目標

➢自然環境の保全に向け、環境教育学習や自然環境を守る取組を通じて町民の環境保
全・美化に関する意識の向上と活動の推進を図ります。
➢水資源の保全に向け、地域・団体が取り組む地下水保全活動を支援するとともに、町民
が水源涵養に取り組みやすいように支援します。

基本施策

施策の方向

御船町公共施設温室効果ガス排出量
1,420

（平成29年度）
1,376

1

緑川流域一斉清掃に併せて御
船川ボランティア清掃活動を実
施し、河川環境の保全、美化に
関する意識向上、流域住民の交
流を図る。

環
境
保
全
課

御船川ボランティ
ア清掃活動事業

環
境
衛
生
係

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

2

地下水の涵養対策及び節水対
策として御船町の住居等（共同
住宅を除く。）に設置する雨水浸
透ます、雨水貯留タンクの設置
に対し補助金を支給し、雨水の
流出抑制、地下水の保全、水資
源の有効活用の促進を図る。

環
境
保
全
課

地下水涵養対策
事業

環
境
衛
生
係

3

御船町地域連携保全活動計画
に基づき、田代地区を生物多様
性保全の重点地区と位置付け、
地方公共団体やNPO等の民間
の団体、地域住民等が密接に
連携して自然環境や生物多様
性の保全等の推進を図る。

環
境
保
全
課

環
境
衛
生
係

取組内容

地域連携保全活
動事業

継続実施

継続実施

継続実施（R４は雨天中止）

継続実施

仕組みを見直し、継続実施実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

担当課・係事業
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

527 600 600 600
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 527 600 600 600

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

環
境
衛
生
係

管
理
係

取組内容

6
公共施設温室効
果ガス排出削減
対策

太陽光発電設備や電気自動車
導入など、再生可能エネルギー
の導入検討や照明をLED照明
に更新するなど省エネ化の推
進、冷暖房温度の適正化やノー
残業デーの取組によるエネル
ギー抑制、消灯の徹底など、環
境負荷に配慮した取組を推進す
る。

環
境
保
全
課

総
務
課

継続実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

1 住み続けたい御船町

1 自然環境の保全

2 ごみ処理対策の推進

３　成果指標

単位

ｇ/日

４　取組予定 ( 4事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

3,215 3,378 3,185 3,185
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 3,215 3,378 3,185 3,185

43,422 43,958 50,000 60,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 43,422 43,958

一般財源 50,000 60,000

142,711 137,781 137,781 137,781
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 142,711 137,781 137,781 137,781

6,012 5,173 8,000 8,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 6,012 5,173 8,000 8,000

➢ごみの分別方法の周知等を充実し、ごみの減量化とリサイクルを推進します。

１人１日あたりのごみ排出量
693

（平成30年度）
658

基本目標

基本施策

施策の方向

指標名

予算見込額
（千円）

費目

年度ごとの取組内容と事業費内訳

会
計
区
分

計画策定時の
現状値（令和元年度）

目標値（令和５年度）

一
般
会
計

取組内容

事業費

財
源
内
訳

連
番

担当課・係
他計画の
位置付け

1

廃棄物減量等推進員として御船
町リサイクル推進員を設置し、
地域の資源回収活動を推進す
るとともに、廃棄物の発生抑制、
再利用の促進を図る。

環
境
保
全
課

環
境
衛
生
係

事業

リサイクル推進事
業

3

廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律に定める一般廃棄物処
理施設である御船甲佐クリーン
センターの運営管理やごみ処理
対応、啓発を連携し、生活環境
の保全及び公衆衛生の向上を
図る。

環
境
保
全
課

2

一般家庭から出る可燃ごみ、資
源ごみ、粗大ごみを収集し、ご
みの適正な処理を行い、快適な
生活環境及び公衆衛生の維持
を図る。

環
境
保
全
課

家庭ごみ・資源物
収集委託事業

御船町・甲佐町
衛生施設組合の
共同運営事業

一
般
会
計

一
般
会
計

環
境
衛
生
係

取組内容

事業費

財
源
内
訳

環
境
衛
生
係

取組内容

事業費

財
源
内
訳

4
上益城5町ごみ処
理施設建設事業

民間事業者による上益城5町ごみ
処理施設建設事業に係る環境アセ
スメント、インフラ整備、安全対策、
地元雇用、地元企業の活用、地域
の活性化等について、建設予定地
の御船町、上益城広域連合、上益
城4町、衛生施設組合等と協議、連
携しながら事業を推進する。

環
境
保
全
課

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

環
境
衛
生
係

取組内容

継続実施

継続実施

継続実施

上益城広域連合負担金 【事業費については精査中】＋町関連事業
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

1 住み続けたい御船町

2 生活環境の整備

1 快適な生活環境の整備

３　成果指標

単位

棟数

４　取組予定 ( 30事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

0 30,544 6,346 6,346
国庫支出金 15,272
県支出金
地方債
その他

一般財源 15,272 6,346 6,346

60,150 74,274 40,000 40,000
国庫支出金 1,659 24,768
県支出金
地方債 1,100 15,800
その他 44,812 27,483

一般財源 12,579 6,223 40,000 40,000

226 830 830 500
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 226 830

一般財源 830 500

1,368 3,500 3,500 3,500
国庫支出金 454 1,667 1,667 1,667
県支出金
地方債
その他 914

一般財源 1,833 1,833 1,833

0 4,004 3,004 3,004
国庫支出金 1,839 1,340 1,340
県支出金
地方債
その他

一般財源 2,165 1,664 1,664

マイナンバーカードを活用し、各
種証明書をコンビニや中山間地
の郵便局で発行できるようにす
る事業。

町
民
税
務
課

町
民
案
内
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

1
コンビニ等を活用
した証明書等発
行事業

○

5
戸建て木造住宅
耐震改修等事業

今後の大規模地震に備え、被
災した住宅や耐震性が不足す
る住宅の耐震化を促進するた
め、耐震改修等費用の一部を
補助する。

建
設
課

維
持
管
理
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

基本目標

➢交通の利便性向上を図るため計画的な町道整備、道路維持事業を進めるとともに、公共
交通は誰もが利用しやすい交通手段の実現に向け、運行の適正化を図ります。
➢既存住宅の耐震化向上を図るとともに、町営住宅については、長寿命化計画に基づき安
全・安心な住宅の確保や適切な維持管理を行うことで居住環境の向上に努めます。
➢土地利用構想や都市計画マスタープランに基づき民間活力による住宅用地の整備を推
進します。
➢安全で安心できる公園や広場の適正な維持管理を行います。

基本施策

施策の方向

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

新築家屋（住宅）の棟数
63

（平成27年度）
75

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

2
道路維持管理事
業

道路を常に良好な状態に保つ
ため、補修及び除草を行い安全
で快適な交通を守る事業。

建
設
課

維
持
管
理
係

3
九央道工事用道
路町道拡幅部用
地取得事業

九央道建設時に整備された工
事用道路町道拡幅部の用地を
取得する事業。

建
設
課

維
持
管
理
係

4
危険ブロック塀等
安全確保支援事
業

地震発生時における人身事故
の防止及び避難経路の確保を
目的として、危険なブロック塀等
の除去及び改修費用の一部を
補助する。

建
設
課

維
持
管
理
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

実施計画 システム

導入

5



令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

6,779 6,779 6,779 6,779
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 6,779 6,779

一般財源 6,779 6,779

6,145 0 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 6,145

101,603 0 0 0
国庫支出金 45,907
県支出金
地方債 41,400
その他

一般財源 14,296

3,208 293,201 165,000 172,810
国庫支出金 1,604 133,720 75,000 78,550
県支出金
地方債 1,300 120,300 67,500 70,600
その他

一般財源 304 39,181 22,500 23,660

15,458 16,948 100,000 100,000
国庫支出金 5,669 6,821 53,000 53,000
県支出金
地方債 5,100 5,300 42,300 42,300
その他

一般財源 4,689 4,827 4,700 4,700

30,353 20,441 50,000 50,000
国庫支出金 15,091 7,552 26,500 26,500
県支出金
地方債 13,100 6,000 21,100 21,100
その他

一般財源 2,162 6,889 2,400 2,400

6,993 0 50,000 50,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 6,993

一般財源 50,000 50,000

0 0 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

ふれあい広場の適正な維持管
理と利用促進を図る。

ふれあい広場管
理運営事業

建
設
課

維
持
管
理
係

取組内容

土
木
係

○

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

○ ○

取組内容

土
木
係

○

○ ○

土
木
係

○

○ ○

○

○ ○ ○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

御船町地域再生計画に基づき、
令和元年から５年までの５箇年
で道路改良工事を実施する。
【小池高山IC周辺整備】
町道 小敷田西往還線

高木地区
道路改良工事
（地方創生道整
備交付金事業）

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

○ ○

建
設
課

土
木
係

8

9

田代地区
道路改良工事
（地方創生道整
備交付金事業）

御船町地域再生計画に基づき、
令和元年から５年までの５箇年
で道路改良工事を実施する。
【上野吉無田IC周辺整備】
町道 津ヶ峰浅ノ藪線
町道 上田代線
※令和7年度まで計画変更済
み。

建
設
課

滝尾地区
道路改良工事

滝尾地区の狭隘な道路につい
て拡幅整備を実施する。

町道 横野竹の迫線

建
設
課

瓜山地区
道路改良工事

中原北用地を含む御船原台地
一帯への企業誘致等の都市的
土地利用を図るため、アクセス
道路の整備を実施する。

①町道 御船白旗線
②町道 白岩工業団地線

建
設
課

10

七滝地区の狭隘な道路につい
て拡幅整備を実施する。

①町道 北園有水線
②町道 小迫谷小柏原線

建
設
課

13

11
御船地区
道路改良工事

御船地区の狭隘な道路につい
て拡幅整備を実施する。

①町道 辺田見玉虫線
②上益城消防署近辺町道新設
（新規）

建
設
課

御船町地域再生計画に基づき、令
和元年から５年までの５箇年で道路
改良工事を実施する。
【御船IC周辺整備】
町道 小坂八竜線
町道 八竜下高野線
町道 小坂八竜１号線
町道 下高野甘木線

建
設
課

土
木
係

7

小坂八竜地区道
路改良工事（地
方創生道整備交
付金事業）

6

12
七滝地区
道路改良工事

土
木
係

土
木
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

一
般
会
計

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

事業費

財
源
内
訳

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

改良工事

改良箇所の検討

用地測量

用地交渉

改良工事

継続実施

改良工事

測量設計
②改良工事②用地交渉②用地測量

①用地測量 ①用地交渉

②測量設計

①改良工事
②用地

測量

②用地

交渉

②改良工

事

①測量設計 ①改良工事 ②改良工事

6



令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

0 10,238 35,000 0
国庫支出金 321 18,550
県支出金
地方債 200 14,800
その他 9,563

一般財源 154 1,650

1,700 1,245 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 1,700 1,245

一般財源

71,313 204,377 80,000 80,000
国庫支出金 33,960 83,706 46,640 46,640
県支出金
地方債 14,500 40,200 30,000 30,000
その他 38,538

一般財源 22,853 41,933 3,360 3,360

16,504 9,423 150,000 150,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 16,504 9,423

一般財源 150,000 150,000

0 12,491 10,000 50,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 12,491

一般財源 10,000 50,000

135,184 94,052 122,000 122,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 135,184 94,052

一般財源 122,000 122,000

0 18,000 60,000 60,000
国庫支出金 8,215 15,900 15,900
県支出金
地方債 39,600 39,600
その他

一般財源 9,785 4,500 4,500

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

町道改良工事
町道の維持管理上支障となる
箇所について、局部改良や維持
補修等の改良工事を実施する。

事業費

財
源
内
訳

舗装維持管理事
業

町道舗装の維持管理計画を策
定し、国費及び起債を活用する
ことで、維持管理コストの削減に
つなげる。

建
設
課

土
木
係

○

取組内容

17
木倉地区雨水排
水工事

西木倉地区の近年の豪雨によ
る冠水被害を踏まえて、既存排
水路の改修工事を実施する。

建
設
課

土
木
係

○ ○

16
橋梁施設等老朽
化対策事業

平成26年の道路法改正により、橋
梁施設等の5年に1回の法定点検
が義務化された。橋梁点検及び長
寿命化修繕計画を策定する。
老朽化による補修・修繕が困難で
ある事から、修繕及び架替え工事
を実施する。
町道 落合浄光寺線　四宮橋ほか

建
設
課

土
木
係

○ ○

15
今城地区
道路改良工事

建
設
課

土
木
係

○ ○

取組内容

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

○ ○

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

○ ○

14
小坂地区
道路改良工事

小坂地区の狭隘な道路につい
て拡幅整備を実施する。

町道 植木原竹下線

建
設
課

土
木
係

18
小坂地区雨水排
水工事

小坂地区の近年の豪雨による
冠水被害を踏まえて、排水対策
を行う。

建
設
課

土
木
係

20

災害復興計画に基づき、滝川今
城地区の狭隘な道路について
拡幅及び舗装整備を実施する。

町道 今城線（支線）

建
設
課

土
木
係

19

財
源
内
訳

○ ○

取組内容

一
般
会
計

事業費

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

一
般
会
計

中心後退の状況確認

水路改良工事

改良工事

水路改良工事

橋梁点検 補修設計 補修工事又は架替工事

水路改良測量設計

舗装工事の実施
計画策定

改良工事用地交渉
用地測量

測量設計

舗装工事

対策工事測量設計
排水対策

の検討

路面性状調査

町道再編の検討
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

17,228 115,248 76,296 75,543
国庫支出金 7,109 49,485 32,959 32,634
県支出金
地方債 8,600 60,400 40,200 39,800
その他

一般財源 1,519 5,363 3,137 3,109

0 2,000 7,000 10,000
国庫支出金 2,835
県支出金
地方債 3,400
その他

一般財源 2,000 765 10,000

20 0 120 120
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 20 120 120

0 3,104 3,104 2,480
国庫支出金 1,396 1,396 1,116
県支出金
地方債 1,500 1,500 1,200
その他

一般財源 208 208 164

5,472 5,700 4,421 10,923
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 5,472 5,700 4,421 10,923

28,428 36,011 36,011 36,011
国庫支出金

県支出金 2,277 1,979 1,979 1,979
地方債
その他

一般財源 26,151 34,032 34,032 34,032

14,500 14,900 14,900 14,900
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 14,500 14,900 14,900 14,900

10,250 25,251 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 10,250 25,251

一般財源

財
源
内
訳

○

財
源
内
訳

一
般
会
計

事業費

28

22

23

24

建
設
課

住
宅
係

21

27

企
画
財
政
課

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係

屋根防水・外壁
改修事業

経年劣化した辻団地・中原団地
等の屋根防水・外壁改修を行
う。

建
設
課

住
宅
係

合併浄化槽設置
事業

七滝団地・玉虫団地に合併浄化
槽を設置する。

白蟻駆除予防事
業

町営住宅の白蟻駆除予防を行
う。

建
設
課

住
宅
係

町民の広域的な移動手段の確
保のため、路線バス事業者のバ
ス運行に対する損失分の補填
を補助金として交付する。

耐用年限を超過し老朽化が著し
い住宅について解体工事を実
施する。

建
設
課

中原団地雨水排
水対策事業

コミュニティバス
運行補助金

地方バス運行等
特別対策補助事
業

25

26

住
宅
係

老朽住宅解体事
業

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

企
画
財
政
課

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係

一
般
会
計

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

一
般
会
計

事業費

一
般
会
計

一
般
会
計

取組内容

御船町内における移動手段の
確保のため、コミュニティバス事
業者のバス運行に対する損失
分の補填を補助金として交付す
る。

企
画
財
政
課

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係

地域公共交通計
画の策定及び実
施計画の作成

事業費

財
源
内
訳

○ ○

取組内容

○

事業費

財
源
内
訳

取組内容

事業費

財
源
内
訳

取組内容

町の公共交通の指針となる地
域公共交通計画に基づき、予約
型乗り合いタクシーや交通結節
拠点の整備の検討を進め、町
民が「おでかけ」しやすい環境の
整備に努める。

○

取組内容

取組内容

中原団地における雨水被害を
抑制するため排水路を整備す
る。

建
設
課

住
宅
係

継続実施

実施

継続実施

具体的な施策展開

設計・工事 設計・工事設計・工事 設計・工事

設計 委託

工事

工事

実施 実施

工事 工事

工事 工事 工事 工事

具体的な施策展開

事業費・財源未定

8



令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

3,566 0 0 0
国庫支出金

県支出金 3,566
地方債
その他

一般財源

535 1,000 1,000 1,000
国庫支出金

県支出金 535 1,000 1,000 1,000
地方債
その他

一般財源

事業費

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

29
被災宅地復旧支
援事業

平成28年熊本地震（これに伴う
余震を含む。）による被災宅地
復旧に要する費用の一部を補
助する。R４年度で事業終了。

農
業
振
興
課

地
籍
調
査
係

○

30
私道復旧支援事
業

平成28年熊本地震（これに伴う
余震を含む。）による被災した集
落等における公道と集落を結ぶ
生活道路である私道の復旧に
要する費用の一部を補助する。

農
業
振
興
課

地
籍
調
査
係

○

取組内容

一
般
会
計

財
源
内
訳

継続実施

継続実施

9



令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

1 住み続けたい御船町

2 生活環境の整備

2 上下水道等の適切な整備

３　成果指標

単位

％

％

４　取組予定 ( 12事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

112,267 326,802 360,900 401,300
国庫支出金

県支出金
地方債 98,900 243,100 360,900 401,300
その他 4,504 55,210

一般財源 8,863 28,492

6,713 12,000 13,000 30,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 6,713 12,000 13,000 30,000

47,227 35,401 35,000 35,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 2,805

一般財源 44,422 35,401 35,000 35,000

1,671 1,350 2,000 2,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 1,671 1,350 2,000 2,000

0 6,611 792 792
国庫支出金 3,305
県支出金
地方債
その他

一般財源 3,306 792 792

取組内容 水
道
事
業
会
計

事業費

財
源
内
訳

5
給水装置等マッ

ピング事業
○

給水装置をシステムにより管理
し、速やかな情報提供や漏水対
策、安定的な水の供給につなげ
る。

環
境
保
全
課

水
道
係

○

DX（デジタルトランスフォーメー
ション）を活用し、事務作業の効
率化を行い、整備や漏水対策に
人員を投入することで、上水道
の適切な整備を図る。

環
境
保
全
課

水
道
係

取組内容 水
道
事
業
会
計

事業費

財
源
内
訳

水
道
事
業
会
計

事業費

財
源
内
訳

水道水源開発整
備事業

環
境
保
全
課

水
道
係

2

漏水対策業務
（修繕及び調査）

熊本地震以降、依然として老朽
管を中心に漏水が多い傾向に
ある。水道管路更新と併せ漏水
防止対策や温水対策（水質改
善）を行うことで、相乗効果が期
待でき更なる安心安全な給水体
制を推進する。

環
境
保
全
課

水
道
係

○

取組内容

事業費

財
源
内
訳

水
道
事
業
会
計

3

水道普及率
92.2

（平成30年度）
97.0

水洗化率
74.0

（平成30年度）
87.2

○

コストコ誘致を機にますます企
業誘致や住宅開発等が予定さ
れる中、今後の水需要増加に対
応できるよう、新たな水資源の
開発を行う。安定した給水体制
を確立することで、持続可能な
事業経営を可能にする。

取組内容

4 DX活用事業

基本目標

➢水の安定供給や効率的で災害に強い水道施設の整備を進めるため、施設の計画的な更
新や耐震化を図ります。
➢下水道の整備により水質保全を推進するとともに、処理施設の計画的な維持管理により
長寿命化を図ります。
➢下水道計画区域外の地域において実施している小型合併処理浄化槽設置補助事業は、
水環境の保全を図るために、引続き普及促進に努めます。

基本施策

施策の方向

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

水
道
事
業
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

○1 上水道整備事業

「水道事業経営戦略」策定によ
り今後20年間にわたり、古くなっ
た水道管や電気機械施設等の
計画的更新を行う。強靭かつ安
心安全な給水体制を確立するこ
とで、持続可能な事業経営を可
能にする。

環
境
保
全
課

水
道
係

策定 運用・検証

地質調査 揚水試験等

運用・検証

運用・検証

事業実施
システム

導入
検討
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

48,646 218,848 101,000 101,000
国庫支出金 24,322 98,254 50,000 50,000
県支出金
地方債 24,220 115,300 50,000 50,000
その他 104 5,294 1,000 1,000

一般財源

7,700 61,423 10,000 10,000
国庫支出金 3,850 31,900 5,000 5,000
県支出金
地方債 1,290 25,000
その他 2,560 4,523 5,000 5,000

一般財源

4,548 31,620 20,000 32,000
国庫支出金 2,273 15,130 5,000 15,000
県支出金
地方債 5,000 15,000
その他 2,275 16,490 10,000 2,000

一般財源

11,210 12,814 12,814 12,814
国庫支出金 4,271 4,271 4,271 4,271
県支出金 1,191 1,996 1,996 1,996
地方債
その他

一般財源 5,748 6,547 6,547 6,547

332 664 664 664
国庫支出金 166 332 332 332
県支出金 83 166 166 166
地方債
その他

一般財源 83 166 166 166

55,884 60,674 60,674 60,674
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 55,884 60,674 60,674 60,674

123 561 684 684
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 123 561 684 684

取組内容

9
小型合併処理浄
化槽設置整備事
業

補助対象区域内に浄化槽を設
置する者に対して、その設置に
要する経費の一部を補助し、生
活排水による公共用水域の水
質汚濁を防止し、水質保全を図
る。

環
境
保
全
課

取組内容

○ ○

取組内容

補助対象区域内で、熊本地震
の被災により浄化槽を設置する
者に対して、その設置に要する
経費の一部を補助し、生活排水
による公共用水域の水質汚濁
を防止し、水質保全を図る。

環
境
保
全
課

取組内容

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

一
般
会
計

11
御船地区衛生施
設組合負担金

廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律に定める一般廃棄物処
理施設である環境クリーンセン
ターを運営管理し、家庭内から
出るし尿及び浄化槽汚泥等の
適切な処理を行うことで、生活
環境の保全及び公衆衛生の向
上を図る。

環
境
保
全
課

環
境
衛
生
係

環
境
衛
生
係

○ ○

取組内容

事業費

財
源
内
訳

10
熊本地震に伴う
小型合併処理浄
化槽設置事業

環
境
衛
生
係

○

○

6
御船川右岸地区
枝線築造

御船川右岸地区の下水道未整
備地区に下水道を整備すること
により、御船町の水洗化率の向
上と生活環境の改善を図る。

環
境
保
全
課

下
水
道
係

○

下
水
道
特
会

事業費

財
源
内
訳

下
水
道
特
会

事業費

財
源
内
訳

7
公共下水道施設
更新工事

下水道施設について、ストックマ
ネジメント計画に基づく適切な点
検調査と改築更新を実施するこ
とにより、長期的かつ安定した
下水道サービスの提供を行う。

環
境
保
全
課

下
水
道
係

○ ○

下
水
道
特
会

事業費

財
源
内
訳

下
水
道
係

8

御船浄水セン
ター、滝川汚水中
継ポンプ場耐震
対策

御船浄水センターと滝川汚水中
継ポンプ場の耐震化工事を行う
ことにより、地震発災時における
下水道サービスへの影響を最
小限に留める。

環
境
保
全
課

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

12
御船町地区水道
整備補助事業

水道の整備が困難な上水道未
給水区域に、新設や改修などの
水道整備に要する経費に対し、
補助金を交付し公衆衛生の向
上と生活環境の改善を図る。

環
境
保
全
課

環
境
衛
生
係

○

継続実施

継続実施

工事の実施

耐震対策工事の実施耐震診断の実施

継続実施

点検調査・老朽箇所の設計と更新工事の実施

継続実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

1 住み続けたい御船町

3 防犯・防災・交通安全体制の充実

1 地域防災力の向上

３　成果指標

単位

％

人

４　取組予定 ( 13事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

14,792 16,310 16,310 16,310
国庫支出金

県支出金
地方債 14,700 16,300 16,300 16,300
その他

一般財源 92 10 10 10

0 2,954 35,000 0
国庫支出金

県支出金
地方債 2,900 35,000
その他

一般財源 54

733 1,090 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 733 1,090

5,519 6,259 6,300 6,300
国庫支出金 1,620
県支出金 289
地方債
その他 3,610

一般財源 6,259 6,300 6,300

0 1,973 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 1,973

基本目標
➢熊本地震の経験を活かし、災害発生時に町民自らが迅速な対応ができるように日頃から
自助・共助（近助）の意識醸成を図るとともに、防災リーダー（防災士）の育成などを通じた地
域の共働・連携体制を強化します。
➢防災・減災に必要な資機材の充実や、防災無線等を活用した情報発信に取り組み、町の
防災力強化を図ります。
➢避難所の環境整備や備蓄品の確保など、災害後の復旧・復興対策の迅速な対応ができ
るように取り組みます。
➢防災拠点施設の整備を行い、消防力の強化を図ります。また、消防団への加入促進や消
防団組織・活動強化を支援します。
➢浸水被害の防止または軽減に向け、河川管理者等との連携を図り、内水対策に取り組み
ます。

基本施策

施策の方向

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

防災訓練の実施地域の割合 1.2 100

消防団員数 377 450

○ ○ ○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

○ ○ ○

取組内容

1
消防団機能強化
事業

積載車・資機材・活動服等を整
備し、消防団設備の充実及び機
能強化を図る。また、消防団関
連イベント・訓練の実施方法の
見直しや活動費の見直しを検討
するなど団員確保を図っていく。

総
務
課

地
域
・
防
災
係

○ ○ ○2
消防団施設整備
事業

老朽化した消防団施設を整備
し、消防団の機能強化を図る。

総
務
課

地
域
・
防
災
係

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

3 防災士育成事業

防災士養成講座による防災リー
ダーを育成して、自主防災組織
の活性化及び強化を図る。
※実施年度：R3～5年度

総
務
課

地
域
・
防
災
係

○ ○ ○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

4
災害備蓄品整備
事業

災害に備えて物資及び資機材
等の充実を図る。

総
務
課

地
域
・
防
災
係

○ ○ ○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

5
防災・減災施設
強化事業

庁舎１階機械室（非常用電源）
の浸水対策を行い、防災拠点施
設の機能強化を図る。

総
務
課

地
域
・
防
災
係

継続実施

継続実施

継続実施

実施設計 工事

基本構想 実施設計・工事

事業費・財源未定
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

0 6,734 0 0
国庫支出金 2,356
県支出金
地方債
その他

一般財源 4,378

0 1,628 117 117
国庫支出金 814
県支出金
地方債
その他

一般財源 814 117 117

3,320 2,452 2,452 2,452
国庫支出金 1,088 1,020 1,020 1,020
県支出金 500 500 500 500
地方債
その他 169 868

一般財源 1,563 64 932 932

12,100 14,341 14,341 14,341
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 12,100 14,341

一般財源 14,341 14,341

19,974 25,768 20,000 0
国庫支出金

県支出金
地方債 19,900 25,700 20,000
その他

一般財源 74 68

4,852 37,544 16,000 10,000
国庫支出金 1,115 10,000 2,500 5,000
県支出金
地方債
その他 3,737 27,544 13,500 5,000

一般財源

0 0 2,000 3,740
国庫支出金 900 1,800
県支出金 0 0
地方債 900 1,800
その他 0 0

一般財源 200 140

44 143,420 95,303 0
国庫支出金

県支出金
地方債 143,400 95,300
その他

一般財源 44 20 3

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

7
防災アプリ整備
事業

○

防災行政無線放送を携帯電話
のLINEアプリ機能に音声通知連
携することで、「いつでも」「どこ
でも」「誰でも」放送内容を視聴
できる新たな情報伝達ツールを
構築する。

総
務
課

地
域
・
防
災
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

13
防災公園整備事
業

地震や大火災時の一時避難場
所となる防災公園（今城仮設住
宅跡地、旧高木保育園跡地）を
整備し、防災力向上を図る。

建
設
課

住
宅
係

地
域
・
防
災
係

○

12
下水道施設浸水
対策事業

施設の浸水対策（耐水化）を行
い、豪雨時における下水道施設
の機能停止を未然に防ぐ。

環
境
保
全
課

下
水
道
係

○

取組内容
下
水
道
特
会

事業費

財
源
内
訳

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

8
河川維持管理事
業

河川の適正な利用及び流水の
正常な機能を維持し、河川環境
を保全する事業。

建
設
課

維
持
管
理
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

9
内水排除用仮設
ポンプ設置事業

大雨時における内水排除用とし
て仮設排水設備を設置し内水
被害を防止又は軽減する事業。

建
設
課

維
持
管
理
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

10
河川堆積土砂浚
渫事業

河川の防災、減災及び正常な
河川環境維持のため、堆積土
砂の浚渫を行う。

建
設
課

維
持
管
理
係

取組内容
下
水
道
特
会

事業費

財
源
内
訳

11 雨水対策事業

国の新たな計画降雨量案に基
づき、浸水シミュレーションの実
施とその実施計画を踏まえた雨
水対策を検討する。

環
境
保
全
課

下
水
道
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

6
総合防災マップ
作成事業

災害危険箇所（浸水想定区域、
土砂災害区域）や避難所等の情
報を更新及び全世帯に配布し、
防災意識の向上を図る。

総
務
課

地
域
・
防
災
係

○

継続実施

継続実施

継続実施

対策の実施

事業化に向けた諸計画の作成

詳細設計

工事

作成・配布

用地購入
実施設計工事

整備・配信

委託

シミュレーションの実施と検討

活用
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

1 住み続けたい御船町

3 防犯・防災・交通安全体制の充実

2 安心して生活できる社会の構築

３　成果指標

単位

件

４　取組予定 ( 5事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

3,598 3,039 3,100 3,100
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 3,598 3,039 3,100 3,100

0 6,000 6,000 6,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 6,000 6,000 6,000

0 16,000 16,000 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 16,000 16,000

10,250 25,251 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 10,250 25,251

一般財源

17,443 48,373 110,000 110,000
国庫支出金 10,148 22,070 58,300 58,300
県支出金
地方債 7,000 13,800 37,500 37,500
その他

一般財源 295 12,503 14,200 14,200

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

総
務
課

地
域
・
防
災
係

取組内容

○

区管理の防犯灯（白熱球）を町
がLEDに整備し、長寿命化によ
る維持管理の負担軽減及び電
気料の削減を図る。

3
防犯灯LED整備
事業

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

通学路等の危険
個所における安
全対策事業

土
木
係

○ ○

取組内容

5

通学路点検により、危険個所と
指摘があった町道を改良し、児
童・生徒の通学時の安全を確保
する。

町道　高山中央線

建
設
課

指標名

御船町内交通事故発生件数

連
番

事業 担当課・係

地
域
・
防
災
係

2
防犯施設整備事
業

歩行者等の交通事故抑止力を
高めるため、主要交差点に防犯
カメラを整備し、安全安心な環
境向上を図る。

総
務
課

4

計画策定時の
現状値（令和元年度）

目標値（令和５年度）

基本目標

➢交通安全意識の高揚と交通マナーの向上のため交通安全運動等を推進するとともに、危
険個所等への交通安全施設の整備を図り、交通事故を未然に防ぎます。
➢防犯に配慮した施設や資機材の整備を図るとともに、消費者意識の啓発や防犯パトロー
ル等の活動を通じた防犯意識の向上を図り、犯罪や消費者被害を未然に防ぎます。

基本施策

施策の方向

430
（平成30年度）

430

他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

1
交通安全施設整
備事業

交通安全施設（ガードレール、
カーブミラー）を整備し、安全安
心な環境向上を図る。

総
務
課

地
域
・
防
災
係

○ ○

取組内容

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

★わくわくプロ
ジェクト

地域公共交通計
画の策定及び実
施計画の作成

（再掲）
○ ○

町の公共交通の指針となる地
域公共交通計画に基づき、予約
型乗り合いタクシーや交通結節
拠点の整備の検討を進め、町
民が「おでかけ」しやすい環境の
整備に努める。

企
画
財
政
課

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係

継続実施

整備検討

具体的な施策展開

整備

測量設計

改良工事用地測量

用地交渉

事業費・財源未定
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

1 住み続けたい御船町

4 地域コミュニティの推進

1 自主的な地域づくりの推進

３　成果指標

単位

区

４　取組予定 ( 5事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

0 634 256 256
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 634

一般財源 256 256

2,042 10,000 10,000 10,000
国庫支出金

県支出金 2,042 10,000 10,000 10,000
地方債
その他

一般財源

4,950 3,600 3,600 3,600
国庫支出金 1,650
県支出金
地方債
その他 3,300 3,600

一般財源 3,600 3,600

399 200 60 60
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 399 200

一般財源 60 60

54,907 66,919 66,919 66,919
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 54,907 66,919 66,919 66,919

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

地域コミュニティ
施設等再建支援
事業

地
域
・
防
災
係

○

取組内容

2
被災した神社やお堂等の再建
に対する補助事業。
※令和７年度終了予定

総
務
課

連
番

事業 担当課・係

1
郵便局との連携
事業（お伺い行
政）

中山間地域の郵便局（七滝、上
野）にタブレット端末を活用した
行政相談窓口を設置すること
で、住民サービスの維持向上を
目指す。

総
務
課

総
務
係

他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

基本目標

➢行政区の機能強化を図るために、行政区再編を推進し、連携協力体制を構築します。
➢地域コミュニティ再生の拠り所となる歴史・文化遺産や風土を活かした地域づくり活動を活
性化するため、地域の自主的な活動を支援します。
➢地域の出身者や地域の良さに共感して応援する人を、地域の人材として活用できる仕組
みづくりに取り組みます。

基本施策

施策の方向

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

行政区数 82 74

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係

★わくわくプロ
ジェクト

○ ○ ○3

御船町元気な地
域づくり支援事業

各旧小学校区単位でつくる地域
づくり団体が事業計画を策定
し、計画事業を実施するにあた
り、上限30万円、補助率2/3の
交付金を交付する。

企
画
財
政
課

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

4

合併及び統合による行政区再
編を協議をする行政区に対し、
再編協議に必要な経費及び再
編後の運営に必要な経費を交
付金として交付する。

企
画
財
政
課

行政区再編事業

★わくわくプロ
ジェクト

○ ○

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係

○

5

国のまち・ひと・しごと創生総合
戦略の移住施策の一つであり、
三大都市圏及び政令指定都市
から御船町に住所を移してもら
い、地域おこし協力隊として委
嘱し、町及び地域の課題解決
や、地域の自主的な活動支援
等を行う事業

企
画
財
政
課

地域おこし協力
隊活用事業

（再掲）

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

○

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

検討 実施環境整備

継続実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

2 人を育む御船町

1 健康づくりの推進

1 健康づくりの支援

３　成果指標

単位

％

４　取組予定 ( 5事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

30 50 50 50
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 30 50 50 50

一般財源

19,000 21,607 21,607 21,607
国庫支出金

県支出金 6,097 6,289 6,289 6,289
地方債
その他

一般財源 12,903 15,318 15,318 15,318

32,712 33,004 33,004 33,004
国庫支出金

県支出金 1,462 1,396 1,396 1,396
地方債
その他

一般財源 31,250 31,608 31,608 31,608

1,398 2,011 2,011 2,011
国庫支出金

県支出金 13 13 13 13
地方債
その他 0 17 17 17

一般財源 1,385 1,981 1,981 1,981

1,981

0 6,940 6,940 6,940
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 6,940 6,940 6,940

一般財源 0 0 0

5

健康増進事業(高
齢者の保健事業
と介護予防の一
体的事業)

○

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）

医療・介護・健診のデータから
高齢者の特性に応じた健康課
題を把握し、重点的に取り組む
課題を調整します。また、その
課題解決のために、ハイリスク
アプローチ、ポピュレーションア
プローチを組み合わせて事業を
企画・展開します。

健
康
づ
く
り
保
険
課

特定健康診査等
事業

40歳～74歳の御船町国民健康
保険被保険者の特定健康診査・
特定保健指導を行う。

健
康
づ
く
り
保
険
課

他計画の
位置付け

財
源
内
訳

目標値（令和５年度）

基本目標

➢町民が若いうちから食事や運動を活用した健康づくりに関心を持ち、生活習慣病を予防し
上手くコントロールすることで、生涯現役の安心した生活を送れるよう支援します。

基本施策

施策の方向

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

健
康
推
進
係

取組内容

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

取組内容

国
保
特
会

事業費

財
源
内
訳

取組内容

国
保
特
会

取組内容

事業費

60.0

1

初めての特定健
康診査等事業

〇

特定健診の対象年齢となる40
歳の被保険者に対し、重点的に
特定健診受診勧奨及び保健指
導を実施します。

健
康
づ
く
り
保
険
課

保
険
係

★わくわくプロ
ジェクト

連
番

事業 担当課・係

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

保
険
係

事業費

財
源
内
訳

4

特定健診受診率
45.1

（平成29年度）

一
般
会
計

3 健康増進事業

健康増進法に基づき、生活習慣
病予防のために、健（検）診につ
いての正しい知識の普及啓発と
受診しやすい体制整備及び精
密検査の受診勧奨を行う。

健
康
づ
く
り
保
険
課

健
康
推
進
係

2

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

健康づくり事業

地区組織の育成を図るため、
健康づくり地区推進員研修、地
域健康教室、食生活改善推進
員活動、御船町健康づくり推進
協議会会議の開催を行う。

健
康
づ
く
り
保
険
課

健
康
推
進
係

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

2 人を育む御船町

1 健康づくりの推進

2 生涯スポーツの推進

３　成果指標

単位

％

４　取組予定 ( 5事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

6,944 15,224 20,000 20,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 6,944 15,224

一般財源 20,000 20,000

37,500 37,500 37,500 37,500
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 37,500 37,500

一般財源 37,500 37,500

2,800 2,800 2,800 2,800
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 2,800 2,800

一般財源 2,800 2,800

2,071 1,129 1,129 1,129
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 1,839 116 116 116

一般財源 232 1,013 1,013 1,013

4,216 4,275 4,275 4,275
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 4,216

一般財源 4,275 4,275 4,275

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

基本目標

➢若年期から高齢期までライフステージに応じたスポーツ・レクレーション活動を推進し、日
常的にスポーツに親しむ場を充実させます。

基本施策

施策の方向

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

運動実施率 40.9 43.0

社
会
教
育
係

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

1

幼少期から夢を持ち、生涯にわ
たってスポーツに取り組む場と
併せて防災機能を備えた総合
運動公園の整備を図る。

社
会
教
育
課

○ ○

★わくわくプロ
ジェクト

総合運動公園整
備事業

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

2
御船町スポーツ
センター管理運
営事業

指定管理制度を活用し御船町
スポーツセンターを運営・管理
することで、町民誰もが笑顔で
健やかな生活を送ることができ
るよう、スポーツレクレーション
活動の推進を図る。

社
会
教
育
課

社
会
教
育
係

社
会
教
育
係

3
御船町民グラウ
ンド管理運営事
業

指定管理制度を活用し御船町
民グラウンドを運営・管理するこ
とで、町民誰もが笑顔で健やか
な生活を送ることができるよう、
スポーツレクレーション活動の
推進を図る。

社
会
教
育
課

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

4
御船町健康体操
教室

多種目の健康体操教室を定期
的に行い、日頃の運動不足、ス
トレス解消及び親睦融和を図
る。

社
会
教
育
課

社
会
教
育
係

社
会
教
育
係

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

5
スポーツ活動団
体への補助助成
事業

スポーツ活動団体への補助金、
助成金による支援により活性
化、振興を図る。

社
会
教
育
課

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

2 人を育む御船町

2 地域福祉の充実

1
介護予防、生活支援体制の充

実

３　成果指標

単位

％

４　取組予定 ( 10事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

0 4,150 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 4,150

22,480 18,794 18,794 22,480
国庫支出金 5,521 4,600 4,600 5,521
県支出金 2,760 2,300 2,300 2,760
地方債 0 0 0 0
その他 11,439 9,594 9,594 11,439

一般財源 2,760 2,300 2,300 2,760

2,426 2,572 2,572 2,572
国庫支出金 934 990 990 990
県支出金 467 495 495 495
地方債 0 0 0 0
その他 558 592 592 592

一般財源 467 495 495 495

7,950 7,427 7,850 7,850
国庫支出金 3,068 2,859 3,068 3,068
県支出金 1,530 1,430 1,430 1,430
地方債 0 0 0 0
その他 1,822 1,708 1,822 1,822

一般財源 1,530 1,430 1,530 1,530

703 727 727 727
国庫支出金 271 280 280 280
県支出金 135 140 140 140
地方債 0 0 0 0
その他 162 167 167 167

一般財源 135 140 140 140

取組内容

介
護
特
会

事業費

財
源
内
訳

1

御船町高齢者保
健福祉計画第９
期介護保険事業
計画策定

令和６年度～令和９年度を計画
期間とする「御船町高齢者保健
福祉計画・第９期介護保険事業
計画」を令和５年度に策定する。

福
祉
課

介
護
保
険
係

○

基本目標

➢高齢者が地域で安心していきいきと生活ができるように、生活支援コーディネーターや認
知症サポーター等と共働した事業を展開していきます。
➢町民が安心して地域で医療、介護が受けられるよう、地域における医療・介護の関係機
関が連携して在宅医療と介護サービスを一体的に提供する体制の構築を図ります。

基本施策

施策の方向

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

要介護（要支援）認定率
17.4

（平成29年度）
17.0

地域包括支援センターに認知症
地域支援推進員を配置し、町内
の専門医と連携して、早期の医
療機関受診や支援につなぐこと
を目指す。

○

取組内容

介
護
特
会

事業費

財
源
内
訳

2
一般介護予防事
業（元気クラブ
等）

①元気クラブ等（65歳以上の高齢
者を対象とした通所型サービス）
旧校区10か所で開催、水越ほたる
の学校、田代西部地区の人生百歳
クラブ
②介護予防・生活支援サポーター
養成講座
③一般介護予防事業評価事業
④地域リハビリテーション活動支援
事業等

福
祉
課

地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー

○

取組内容

介
護
特
会

事業費

財
源
内
訳

3 認知症支援事業
福
祉
課

地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー

○

取組内容

介
護
特
会

事業費

財
源
内
訳

4
生活支援体制整
備事業

生活支援コーディネーターを社
会福祉協議会に配置し、地域の
課題の発掘や支え合いの強化
等を行う。町全体を第一層、旧
10校区に第二層協議体を置き
適切な生活支援体制整備を目
指す。

福
祉
課

地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー

○

取組内容

介
護
特
会

事業費

財
源
内
訳

5 地域ケア会議

個別のケースの検討を行い、ケ
アマネの資質の向上や連携強
化、地域課題の発掘の機会とす
る。
また、地域包括ケア会議の開催
により庁舎内の連携強化や課
題共有、政策の実現化につなげ
る。

福
祉
課

地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

策定 運用・検証
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

231 231 231 231
国庫支出金 89 89 89 89
県支出金 44 44 44 44
地方債 0 0 0 0
その他 54 54 54 54

一般財源 44 44 44 44

33,505 8,910 8,910 8,910
国庫支出金

県支出金 33,505 8,910 8,910 8,910
地方債
その他

一般財源

1,544 1,594 1,594 1,594
国庫支出金 1,544 1,594 1,594 1,594
県支出金
地方債
その他

一般財源

833 1,000 1,000 1,000
国庫支出金

県支出金 416 500 500 500
地方債
その他

一般財源 417 500 500 500

2,366 2,236 2,236 2,236
国庫支出金

県支出金 1,076 1,188 1,188 1,188
地方債
その他

一般財源 1,290 1,048 1,048 1,048

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

10
老人クラブ活動
費助成事業

老人クラブ活動への助成を通じ
て、高齢者の生きがいと健康づ
くりのための積極的な社会参加
を促し、明るい長寿社会づくりに
資する。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

8

保険者機能強化
推進事業を活用
した新規・拡充事
業

国の交付金を活用し、中山間地
域等福祉推進事業や介護予防
事業等の充実を図る。

福
祉
課

地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー ○

○

取組内容

介
護
特
会

事業費

財
源
内
訳

6
在宅医療・介護
連携推進事業

医療・介護・行政等の連携を強
化し、地域包括ケアシステムの
構築を目指す。上益城郡内５町
が、郡医師会へ一部研修会等
の委託を行い実施する。

福
祉
課

地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

7
介護予防拠点改
修工事

公民館の手摺取り付けやトイレ
の改修等を実施することで、多く
の高齢者がサロン等の通いの
場へ通うことができるよう、県の
補助金を活用し事業継続する。

福
祉
課

地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

9
高齢者住宅改造
助成事業

在宅の要介護者等の世帯に対
し、住宅改造に必要な経費を助
成することで、要介護高齢者等
の住宅での自立促進、寝たきり
防止及び介護者の負担軽減を
図る。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

○

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

2 人を育む御船町

2 地域福祉の充実

2 障がい者の社会参加の促進

３　成果指標

単位

％

４　取組予定 ( 16事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

2,125 6,356 6,356 6,356
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 4,229 4,229 4,229

一般財源 2,125 2,127 2,127 2,127

433 0 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 433

0 1,800 1,800 1,800
国庫支出金

県支出金 900 900 900
地方債
その他

一般財源 900 900 900

5,081 3,654 3,654 3,654
国庫支出金 2,540 1,827 1,827 1,827
県支出金 1,270 913 913 913
地方債
その他

一般財源 1,271 914 914 914

5,423 6,505 6,505 6,505
国庫支出金 1,862 3,252 3,252 3,252
県支出金 931 1,626 1,626 1,626
地方債
その他

一般財源 2,630 1,627 1,627 1,627

15.0

3
障害者住宅改造
助成事業

障がい者の住まいに係る住宅
改造に必要な経費を助成するこ
とで、障がい者の住宅での自立
促進、寝たきり防止及び介護者
の負担軽減を図る。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

基本目標

➢障がい者等の社会参加の促進や家族の負担軽減を目的とした障害福祉サービスの提供
体制や相談支援体制の充実を図ります。
➢障がい者等の就労機会の確保や社会参加の支援を行います。
➢災害時にも要支援者等への適切な対応ができるように日頃から地域での連携を推進しま
す。

基本施策

施策の方向

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

障がい福祉サービス利用者のうち新規利用者の割合
9.9

（平成30年度）

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

1

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

○

取組内容

4
補装具費支給事
業

障がいの種類に応じた補装具
の交付や修理にかかる費用を
支給することにより、失われた
身体機能や損傷を補う。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

5
日常生活用具給
付事業

障がいにより日常生活に支障の
ある人に、障がい種類に応じた
用具を支給することで、障がい
者の日常生活における負担軽
減を図る。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

上益城地域相談
支援事業

障がい者等の相談に応じ、情報
提供等の必要な援助を行い、障
がい者等の自立を支援する。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

2
身体障害者福祉
協会運営補助事
業

身体障害者福祉協会の運営を
補助することで、身体障がい者
相互の交流促進や連携体制の
構築を図る。協会解散のため令
和４年度で事業終了。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

○

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

終了
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

2,176 2,316 2,316 2,316
国庫支出金 747 1,158 1,158 1,158
県支出金 373 579 579 579
地方債
その他

一般財源 1,056 579 579 579

0 22 22 22
国庫支出金 11 11 11
県支出金 5 5 5
地方債
その他

一般財源 6 6 6

68 81 81 81
国庫支出金 23 41 41 41
県支出金 11 20 20 20
地方債
その他

一般財源 34 20 20 20

354 300 300 300
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 354 300 300 300

383,328 407,057 427,410 448,780
国庫支出金 191,664 203,528 213,704 224,390
県支出金 95,832 101,764 106,852 112,195
地方債
その他

一般財源 95,832 101,765 106,853 112,196

113,650 147,230 161,953 178,148
国庫支出金 56,825 73,615 80,977 89,074
県支出金 28,412 36,807 40,488 44,536
地方債
その他

一般財源 28,413 36,808 40,489 44,538

2,178 3,548 3,548 3,548
国庫支出金 747 1,774 1,774 1,774
県支出金 373 887 887 887
地方債
その他

一般財源 1,058 887 887 887

71 71 71 71
国庫支出金

県支出金 35 35 35
地方債
その他

一般財源 71 36 36 36

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

10
障害福祉サービ
ス事業

障害者総合支援法に基づき、障
がい者に対し入所、通所、ホー
ムヘルプなどのサービスを提供
することで、障がい者（児）及び
その家族等の地域での生活や
就労等を支援する。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

事業費

財
源
内
訳

取組内容

一
般
会
計

○

取組内容

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

6
日中一時支援事
業

障がい者等の一時預かりを通
じ、日中における活動の場を提
供し、障がい者等の家族の就労
支援及び日常介護している家族
の一時的な負担軽減を図る。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

○11
障害通所給付費
支給事業

児童福祉法に基づき、障がいの
ある児童やその家族に対し、安
心して社会との交流や必要な療
育を受けるための支援を提供す
る。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

○8 移動支援事業

屋外での移動が困難な障がい
者に対して、外出のための支援
を行うことにより、地域における
自立生活及び社会参加の促進
を図る。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

12
訪問入浴支援事
業

自宅で入浴が困難な障がい者
及び障がい児に対して、居宅に
おける訪問入浴サービスを行う
ことにより、障がい者等の身体
の清潔の保持、心身機能の維
持を図る。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

7
意思疎通支援事
業

聴覚、言語障害、音声機能など
の障がいのため、意思疎通を図
ることに支障がある障がい者等
に、意思疎通を仲介する手話通
訳者等の派遣を行う。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

○

○9
自動車運転免許
取得・改造助成
事業

障がい者に対して、自動車運転
免許取得及び改造に要する経
費を一部助成することで、経済
的な負担軽減を図る。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

13
難聴児補聴器購
入費助成事業

身体障害者手帳の交付対象者
とならない軽度・中等度の難聴
児に対し、補聴器購入費用の一
部を助成することで、経済的負
担の軽減を図る。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

961 961 961 961
国庫支出金 330 480 480 480
県支出金 165 240 240 240
地方債
その他

一般財源 466 241 241 241

912 918 918 918
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 912 918 918 918

411 411 411 411
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 411 411 411 411

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

16

避難行動要支援
者システムリース
及び保守委託事
業

障がい者や高齢者等、特に配
慮を要する人が災害時に円滑
に避難できるよう、あらかじめ対
象者を名簿化し関係機関と共有
するとともに、個別の避難計画
の策定を推進する。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

○

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

14
巡回支援専門員
整備事業

障がいの早期発見や早期対応
及び対象児童やその家族等の
地域生活を支えるため、保育園
や学校等を訪問し、療育指導及
び相談等を一体的に実施する。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

15
地域活動支援セ
ンター事業

障がいのある人が毎日の生活
を意欲的に過ごすことができる
よう、創作的活動や生産活動、
社会との交流促進などの機会を
提供する。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

○

継続実施

継続実施

継続実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

2 人を育む御船町

2 地域福祉の充実

3 DV対策・その他福祉の支援

３　成果指標

単位

件

件

４　取組予定 ( 7事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

18,651 16,379 0 0
国庫支出金 13,988 12,284
県支出金
地方債
その他

一般財源 4,663 4,095

16,832 23,452 23,452 23,452
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 16,832 23,452 23,452 23,452

1,568 1,568 1,568 1,568
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 1,568 1,568 1,568 1,568

3,480 3,480 3,480 3,480
国庫支出金 1,740 1,740 1,740 1,740
県支出金
地方債
その他

一般財源 1,740 1,740 1,740 1,740

2,171 1,972 1,972 1,972
国庫支出金 1,085 986 986 986
県支出金
地方債
その他

一般財源 1,086 986 986 986

重層的支援体制
整備事業への移
行準備事業

対象者の属性を問わない相談支
援、多様な参加支援、地域づくりに
向けた支援を一体的に実施するこ
とにより、住民の抱える複雑化・複
合化した課題を包括的に受け止め
る相談支援体制の構築を図るた
め、社会福祉協議会に事業を委託
し、包括化推進員を配置して支援を
行う。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

○

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

取組内容

5
児童虐待対策支
援事業

虐待対応、育児相談等、要保
護･要支援児童の安全確認のた
めの体制強化事業。

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

基本目標

➢児童虐待、配偶者からの暴力への対応をはじめ家庭や女性に関わる相談や自立に向け
た支援を行います。
➢生活困窮者、ホームレス等の生活を地域全体で支える体制づくりを検討します。

基本施策

施策の方向

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

ＤＶ相談件数
3

（平成30年度）
5

要保護児童相談件数
33

（平成30年度）
40

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

2
社会福祉協議会
運営補助事業

社会福祉協議会の運営費の一
部を助成することで、高齢者や
障がい者に対する在宅生活の
支援をはじめとした多角的な福
祉活動の拠点としての機能を強
化し、町の地域福祉の推進を図
る。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

3
福祉協力員活動
補助事業

福祉協力員の活動費を補助す
ることで、高齢者やその家族が
抱えている多くの悩みや問題等
に対応し、高齢者の福祉の増進
を図る。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

1

4

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

小地域見守りネッ
トワーク事業

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

地域住民のニーズ・生活課題の
把握や住民主体の活動支援・情
報発信、地域コミュニティーを形
成する居場所づくり、多様な担
い手が連携する仕組みづくり等
を行うことで、身近な地域におけ
る共助の取組を活性化させ、地
域福祉の推進を図る。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

○

○

継続実施

継続実施

継続実施

本事業へ移行

継続実施

移行準備事業

事業費・財源未定
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

0 3,762 917 917
国庫支出金 2,138 458 458
県支出金
地方債
その他

一般財源 1,624 459 459

0 21,006 8,000 8,000
国庫支出金 13,322 4,000 4,000
県支出金 2,000 2,000
地方債
その他

一般財源 7,684 2,000 2,000

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

7
子どもの居場所
づくり支援事業

○

課題を抱える子どもの居場所を
確保するため、子どもの支援の
拠点となる子育てふれあい館に
おいて、居場所の提供・相談・学
習支援等、総合的に支援する。

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

6

母子保健・児童
福祉一体的相談
支援機関運営事
業

〇

母子保健と児童福祉の一体的
な支援を図るため、要保護児童
等管理システムを導入し、円滑
運営のための体制を整備する。

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

○

システム運用

施設整備 事業実施

システム

導入・運用
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

2 人を育む御船町

3 子育て支援体制の充実

1
子育てしやすい環境づくりの推

進

３　成果指標

単位

件

円/件

４　取組予定 ( 21事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

19,211 22,835 22,835 22,835
国庫支出金

県支出金 1,798 1,656 1,656 1,656
地方債
その他

一般財源 17,413 21,179 21,179 21,179

0 1,158 1,158 1,158
国庫支出金 578 578 578
県支出金
地方債
その他

一般財源 580 580 580

15,000 12,000 12,000 12,000
国庫支出金 10,000 8,000 8,000 8,000
県支出金 2,500 2,000 2,000 2,000
地方債
その他

一般財源 2,500 2,000 2,000 2,000

4,470 4,470 4,470 4,470
国庫支出金 1,490 1,490 1,490 1,490
県支出金 1,490 1,490 1,490 1,490
地方債
その他

一般財源 1,490 1,490 1,490 1,490

2,140 2,140 2,140 2,140
国庫支出金 713 713 713 713
県支出金 713 713 713 713
地方債
その他

一般財源 714 714 714 714

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

3
母子保健事業
（出産・子育て応
援給付金事業）

○

妊娠・出生の届出を行った妊
婦・子育て世帯等に対し、出産・
子育て応援ギフト（現状では現
金振込）の支給を行う。妊娠届
出時、妊娠後期、出生後の面談
を行い、関係機関と情報共有し
ながら必要な支援につなぐ、伴
走型相談支援を併せて実施す
る。

健
康
づ
く
り
保
険
課

健
康
推
進
係

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

2
母子保健事業
（妊娠・出産包括
支援事業）

○

妊娠期から子育て期にわたるま
での妊娠・出産・育児に関する
様々な相談に応じ、対象者の実
情を把握し、情報提供や助言を
行う。支援が必要な方には、支
援プランの策定し、関係機関と
連携して、継続的に支援を行
う。

健
康
づ
く
り
保
険
課

健
康
推
進
係

基本目標

➢出会いや交流に関する支援や情報発信、情報提供を行い、結婚や出産の希望をかなえ
ることができる環境づくりを推進します。
➢子どもを安心して産み育てられるよう、妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を実
現するため、関係機関の情報共有と連携による医療、相談体制の拡充や、母と子の保健・
医療の充実を図り、心理的、経済的な負担の軽減を図ります。
➢保育所等や放課後児童クラブなどで児童の健全な育成を支援し、子育て世帯が安心でき
る環境づくりを推進します。

基本施策

施策の方向

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

ファミリー・サポート・センター利用件数
443

（平成30年度）
500

子ども医療費助成額
1,642

（平成30年度）
1,567

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

1 母子保健事業

子どもの健やかな成長に向け
て、母子健康手帳の交付、妊婦
健診の助成、乳児訪問、乳幼児
健診等を通じて、切れ目のない
妊娠・出産・育児支援を行うとと
もに、妊娠への支援として不妊
治療の助成を行う。

健
康
づ
く
り
保
険
課

健
康
推
進
係

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

5
ファミリー・
サポート・セン
ター事業

育児援助の必要な保護者（依頼
会員）と子どもを預かることがで
きる支援者（援助会員）との相互
援助活動の連絡、調整を行うこ
とで、育児の負担軽減を図る。

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

4
地域子育て支援
拠点事業

地域の子育て支援を目的に、親
子の交流の場を提供、子育てに
関する相談、援助、地域の子育
て関連の情報交換を行う事業

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施遡及実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

2,354 3,054 3,054 3,054
国庫支出金 1,569 2,036 2,036 2,036
県支出金 392 509 509 509
地方債
その他

一般財源 393 509 509 509

3,397 4,315 4,315 4,315
国庫支出金 1,132 1,438 1,438 1,438
県支出金 1,132 1,438 1,438 1,438
地方債
その他

一般財源 1,133 1,439 1,439 1,439

62,718 70,205 70,205 70,205
国庫支出金 20,905 23,401 23,401 23,401
県支出金 20,905 23,401 23,401 23,401
地方債
その他

一般財源 20,908 23,403 23,403 23,403

600 1,967 1,967 1,967
国庫支出金 200 655 655 655
県支出金 200 655 655 655
地方債
その他

一般財源 200 657 657 657

7,041 8,031 8,031 8,031
国庫支出金 2,343 2,676 2,676 2,676
県支出金 2,343 2,676 2,676 2,676
地方債
その他

一般財源 2,355 2,679 2,679 2,679

823 857 857 857
国庫支出金 242 260 260 260
県支出金 242 260 260 260
地方債
その他

一般財源 339 337 337 337

1,418 2,500 2,500 2,500
国庫支出金 676 1,075 1,075 1,075
県支出金 338 537 537 537
地方債
その他 257 350 350 350

一般財源 147 538 538 538

77,790 85,620 85,620 85,620
国庫支出金

県支出金 5,871 18,000 18,000 18,000
地方債
その他 66,048 49,620 49,620 49,620

一般財源 5,871 18,000 18,000 18,000

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

11
乳児家庭全戸訪
問事業

保健師等が、４か月までの乳児
がいる全ての家庭を訪問し、子
育て支援に関する情報提供や
養育環境の把握を行う事業

こ
ど
も
未
来
課

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

7 一時預かり事業

家庭保育が、一時的に困難と
なった乳幼児及び保育を必要と
しない認定こども園の在園児
を、保育施設及び子育て支援拠
点等の場所で一時的に預かり、
児童の安全を確保する。

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

6 利用者支援事業

子どもとその保護者の身近な場
所である教育・保育施設や地域
の子育て支援事業等の情報提
供及び必要に応じて、相談・助
言・連絡調整を行う事業

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

13
子ども医療費助
成事業

子育て世帯の経済的負担の軽
減及び子どもの健やかな成長を
支援するため、子どもの医療に
係る一部負担金を助成する。
対象者：０歳～高校３年生(18歳
に達した日以後最初の年度末）
までの児童

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

12
養育医療助成事
業

入院治療が必要になった新生
児にかかる医療費の一部を公
費負担することで、子育て世帯
の経済的支援を図る。

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

財
源
内
訳

8
放課後児童健全
育成事業

保護者の就業等により、放課後
自宅で保育できない家庭の小
学生に遊びや生活の場を提供
し、児童の健全の育成を図る。

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

○

取組内容

子
育
て
支
援
係

○

9 延長保育事業

就労等により、通常の保育時間
内の迎えが困難な保護者の支
援を目的とし、午後７時まで保
育時間を延長する事業

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

10
病児・病後児保
育事業

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

3か月から小学生までの病気の
回復期にある子どもを、保護者
が就労等により看病できない場
合に、専門施設で保育・看護を
行う事業（御船町・甲佐町・嘉島
町の3町協定 ）

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

○

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

3,274 5,580 5,580 5,580
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 3,274 5,580 5,580 5,580

733 1,000 1,000 1,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 733 1,000 1,000 1,000

285,375 298,560 298,560 298,560
国庫支出金 197,849 206,600 206,600 206,600
県支出金 44,147 45,980 45,980 45,980
地方債
その他

一般財源 43,379 45,980 45,980 45,980

701,288 795,649 907,249 907,249
国庫支出金 363,079 389,137 443,644 443,644
県支出金 162,707 175,562 199,594 199,594
地方債
その他 23,787 25,460 25,460 25,460

一般財源 151,715 205,490 238,551 238,551

6,477 7,920 7,920 7,920
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 6,477 7,920 7,920 7,920

2,934 3,400 3,400 3,400
国庫支出金

県支出金 1,474 1,700 1,700 1,700
地方債
その他

一般財源 1,460 1,700 1,700 1,700

103 103 103 103
国庫支出金 34 34 34 34
県支出金 34 34 34 34
地方債
その他

一般財源 35 35 35 35

0 236,483 0 0
国庫支出金 210,207
県支出金
地方債
その他 26,276

一般財源

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

21
認定こども園施
設整備費交付事
業

〇

保育所等における児童の処遇
の向上、職場の待遇の改善及
び経営基盤の強化を図るため、
新たに認定こども園を新設する
事業者に施設整備に係る補助
金を交付する。

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

○ ○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

20
子育て短期支援
事業

保護者の疾病等により、家庭で
児童を養育することが困難と
なった場合等に、児童養護施設
において児童を預かる事業

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

○

15
アニバーサリーチ
ケット交付事業

少子化対策及び町の活性化の
推進に資するため、結婚・出産
の届出の際に、5,000円分
（1,000円×5枚）のお祝い券を交
付する。

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

14
育児用品券支給
事業

第３子以降で、３歳未満の乳幼
児を養育している家庭に対し、
育児用品券（１歳未満5,000円、
３歳未満3,000円）を支給し、そ
の家庭の経済的負担の軽減を
図る。

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

○

17
私立保育所・認
定こども園運営
事業

子ども達の健やかな成長にか
かる支援として、安定した保育
を提供するため、私立保育所及
び認定こども園の事業運営費を
助成する。

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

16 児童手当事業

児童手当法に基づき、児童手当
（月額　0歳から3歳未満15,000
円、3歳～小学修了前（第1子・
第2子）10,000円、（第3子以降）
15,000円、中学生一律10,000
円、特例給付5,000円）を四半期
ごとに支給する。

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

○

○

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

18 障害児保育事業

障害児の保育を実施している保
育所に対し、補助金（障害児保
育補助基準月額 75,000円、軽
度障害児保育補助基準月額
36,000円）を交付する。

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

19
ひとり親家庭医
療費支給事業

ひとり親世帯の生活の安定と健
康維持、福祉の向上を図るた
め、ひとり親世帯にかかる自己
負担額を助成する。
対象者：ひとり親世帯の児童及
びその父又は母
児童対象年齢：原則18歳に達す
る日以降の最初の3月31日まで

こ
ど
も
未
来
課

子
育
て
支
援
係

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

施設整備
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

2 人を育む御船町

4 学校教育体制の充実

1
主体的な学びの実現とグローバ

ル化への対応

３　成果指標

単位

％

％

４　取組予定 ( 8事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

5,214 5,214 5,214 5,214
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 5,214 5,214

一般財源 5,214 5,214

164,062 261,174 60,237 60,237
国庫支出金 34,183 29,136
県支出金 1,838 10,031
地方債 44,100 26,200
その他 28,940 195,807

一般財源 55,001 60,237 60,237

2,108 2,329 2,329 2,329
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 2,108 2,329 2,329 2,329

3,696 4,620 4,620 4,620
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 3,696 4,620

一般財源 4,620 4,620

25,196 19,917 19,917 19,917
国庫支出金 2,820
県支出金 860
地方債
その他

一般財源 21,516 19,917 19,917 19,917

基本目標

➢学ぶことに興味や関心を持ち、「わくわく感」を持って自ら主体的に学ぶ子どもを育成しま
す。
➢グローバル社会の進展に伴う時代の変化に対応し、英語を使ったコミュニケーション力を
持った子どもを増やします。

基本施策

施策の方向

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

標準学力調査総合質問紙の「学習習慣」の定着率
50.6

（平成30年度）
60.0

小学校１年生から英語学習に取り組む小学校の割合 33 100

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

1

外国語指導助手
（ＡＬＴ）派遣事業

英語を母国語とする外国人を授
業に派遣し、教師を補佐する。
ネイティブスピーカーの英語を
聞いたり、会話したりすること
で、生きた英語を子供たちに学
んでもらう。

学
校
教
育
課

学
校
教
育
係

★わくわくプロ
ジェクト

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

2
各小・中学校施
設等修繕及び改
修事業

学校施設及び設備において、老
朽化や劣化等により、修繕や改
修が必要な個所を整備してい
く。

学
校
教
育
課

学
校
教
育
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

3
標準学力調査・
総合質問紙調査
実施事業

町内各小・中学校において、標
準学力調査及びi-check（心の
状態を知る調査）を実施する。

学
校
教
育
課

学
校
教
育
係

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

4
ＩＣＴ支援員派遣
事業

町内各小・中学校へICT機器に
関する支援員を派遣し、教職員
の情報教育のスキル向上のた
めの支援や児童・生徒へのICT
機器の使用についての支援を
行う。

学
校
教
育
課

学
校
教
育
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

5
情報機器整備事
業

町内各小・中学校で使用する教
育用・校務用パソコン、電子黒
板の購入又はリースを行い、児
童・生徒及び教職員の情報活用
能力の育成を行う。

学
校
教
育
課

学
校
教
育
係

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

20,444 48,620 48,620 48,620
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 20,444 48,620 48,620 48,620

1,327 0 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 1,327

一般財源

0 2,912 240 240
国庫支出金 1,456
県支出金
地方債
その他

一般財源 1,456 240 240

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

6
スクールバス運
行及び定期券発
行事業

学校統合により遠方の小・中学
校に通学することとなった児童・
生徒の通学負担を軽減する。

学
校
教
育
課

学
校
教
育
係

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

7
総合的な学習の
時間補助事業

御船町の文化や歴史を学ぶた
めに総合的な学習の時間を活
用する。

学
校
教
育
課

学
校
教
育
係

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

8
学校給食徴収管
理システム導入

〇
町内各小・中学校の給食費の口
座振替及び給食食材費等の支
払い管理を行うシステムの導入

学
校
教
育
課

学
校
教
育
係

○

継続実施

継続実施

システム導入 実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

2 人を育む御船町

4 学校教育体制の充実

2
地域社会に開かれた教育課程

の推進

３　成果指標

単位

％

４　取組予定 ( 2事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

1,094 832 832 832
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 1,094 832

一般財源 832 832

382 420 420 420
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 382 420 420 420

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

基本目標

➢各学校が地域社会と教育目標を共有し、平成音楽大学や御船高校、保育園、認定こども
園などを含む町内の人的・物的資源と連携して、地域とともにある学校を目指します。

基本施策

施策の方向

各学校の教育活動における地域人材活用率 21.4 30

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

1

教育フォーラム
（仮称）等実施事
業

町内の園児・児童・生徒・学生が
参加する、教育や音楽等に関す
るイベントを開催する。

学
校
教
育
課

学
校
教
育
係

★わくわくプロ
ジェクト

取組内容

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

学
校
教
育
係

2
学校運営協議会
実施事業

町内各小・中学校において、学
校運営協議会を開催する。

学
校
教
育
課

継続実施

継続実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

2 人を育む御船町

4 学校教育体制の充実

3 大学・高校との連携

３　成果指標

単位

―

４　取組予定 ( 2事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

0 0 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源

0 0 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

基本目標

➢平成音楽大学や御船高校が行う、それぞれの特色を活かした魅力あふれる学校づくりに
関して協力をします。

基本施策

施策の方向

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

― ― ―

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

2
御船高校との連
携事業

令和元年度から御船高校の学習科
目「総合的な探求の時間」の中で、
地域の課題解決について町と連携
し取り組んでいる。そのような機会
を活用し、生徒にまちづくりへの関
心を持ってもらうとともにその意見
を町の活性化に活かすなど、町と
高校相互の連携体制を強化する。

企
画
財
政
課

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係 ○

取組内容

1
平成音楽大学と
の連携事業

町と平成音楽大学との包括協
定に基づき、音楽をはじめとす
る教育・文化による町の活性化
に関することや、豊かな子育て
支援に関することなど、様々な
分野において相互に連携、協力
する。

企
画
財
政
課

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係 ○

取組内容

継続実施

継続実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

2 人を育む御船町

5 人材育成の推進

1 生涯学習の充実

３　成果指標

単位

講座

４　取組予定 ( 2事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

630 900 900 900
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 100

一般財源 530 900 900 900

]

4,453 5,393 5,393 5,393
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 4,453 5,393 5,393 5,393

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

基本目標

➢図書館や恐竜博物館における学習支援活動や、カルチャースクールなどの内容を充実さ
せ、地域全体で多様化・高度化する学習ニーズに応じた生涯学習を進めるための環境を整
備します。
➢子どもから高齢者まで生涯学習に参加し、生きがいづくりや地域の交流の場となるよう参
加しやすい仕組みづくりを進めます。
➢本町の将来を担う青少年をまちづくりを支える人材として育てるために、世代間交流やボ
ランティア活動を通じた環境づくりに取り組みます。

基本施策

施策の方向

生涯学習講座の講座数 7 10

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

1
カルチャースクー
ル講座

手編み教室や着付け教室、ギ
ター教室、フラダンス教室、骨盤
教室など、生きがいづくりや地
域の交流の場となるような参加
しやすい生涯学習の機会の提
供を行う。

社
会
教
育
課

社
会
教
育
係

取組内容

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

社
会
教
育
係

2 図書館運営事業

乳幼児から高齢者まで町民す
べての自己教育に資する場とし
て読書、文学、芸術等の鑑賞や
専門的な情報収集の活動のた
め図書館の充実を図る。

社
会
教
育
課

継続実施

継続実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

2 人を育む御船町

5 人材育成の推進

2 地域文化の振興

３　成果指標

単位

回

４　取組予定 ( 12事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

9,336 10,447 10,500 10,500
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 9,336 10,447 10,500 10,500

802 600 600 600
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 802

一般財源 600 600 600

396 396 396 396
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 396 396 396 396

0 40,994 41,000 41,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 40,994 41,000 41,000

一般財源

0 0 1,000 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 1,000

基本目標

➢地域資源や文化財の保存・活用を推進し、郷土の歴史や文化への関心を高めるととも
に、恐竜博物館の研究・教育機能の高度化を図ります。
➢文化、芸術活動を発表する機会を提供し、多くの町民が文化、芸術活動に触れることで豊
かな心を育むことができるように支援します。

基本施策

施策の方向

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

地域文化を知る機会の提供
40

（平成30年度）
50

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

1
御船町恐竜化石
等調査事業

御船層群の恐竜化石等に関す
る野外調査を実施するとともに、
自然史研究を推進する。

社
会
教
育
課

社
会
教
育
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

2
ロッキー博物館と
連携した国際共
同恐竜調査事業

恐竜博物館の学術機能充実を
図るため、モンタナ州立大学付
属ロッキー博物館と連携し、恐
竜化石に関する古生物学的研
究を共同で推進する。

社
会
教
育
課

社
会
教
育
係

3 ○ ○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

博物館コレクショ
ン利用活性化事
業

恐竜博物館の収蔵資料データ
ベースの更新作業を適切に行
い、資料情報の整備充実に努
めるとともに、収蔵環境を適正
に管理し、資料利用の活性化を
図る。

社
会
教
育
課

社
会
教
育
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

4 特別展事業

年２回の特別展を計画的に開催
し、利用者への普及と学習支援
を図るとともに、博物館利用者
数増に寄与する。

社
会
教
育
課

社
会
教
育
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

5
常設展示更新・
拡張計画策定事
業

コストコの進出に伴い、恐竜博
物館の利用者増が想定される。
特に休日に集中することが予想
されることから、博物館の来館
者受け入れに支障をきたす可能
性がある。新館開館１０周年に
合わせ常設展示の更新・拡充を
図る構想・計画を策定する。

社
会
教
育
課

社
会
教
育
係

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

構想・計画 実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

7,478 159 160 160
国庫支出金 7,478
県支出金
地方債
その他

一般財源 159 160 160

4,306 5,157 5,200 5,200
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 302 460 500 500

一般財源 4,004 4,697 4,700 4,700

57 66 66 66
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 57 66 66 66

1,077 1,174 1,200 1,200
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 1,077 1,174 1,200 1,200

15,000 15,400 15,400 15,400
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 15,000 15,400 15,400 15,400

一般財源

2,414 2,510 2,510 2,510
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 1,716 2,510

一般財源 698 2,510 2,510

152 152 152 152
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 152 152 152 152

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

6

ロッキー博物館と
の連携を基本とし
た国際化拠点形
成事業

ロッキー博物館との連携を継
続・強化し、プレパレーションプ
ロジェクト等の発信事業の充実
を図るとともに、展示・教育活動
等、博物館の情報発信及び人
材育成活動を通して地域の国
際化に寄与する事業。

社
会
教
育
課

社
会
教
育
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

7
博物館自然史教
育活動魅力増進
事業

博物館における教育事業の充
実を図るため、学芸員及び学習
指導員の研修及び教育プログラ
ム開発・研究活動を継続できる
環境を構築するとともに、講座
等の教育活動及び学校等と連
携した学習支援活動の活性化
による博物館の魅力増進を図
る。

社
会
教
育
課

社
会
教
育
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

8
恐竜博物館地
域・利用者コミュ
ニティ形成事業

地域や利用者と共働を活性化
するため、ジュニアキュレーター
養成、ドーセント養成、MDMサ
ポーター制度の確立等、総合的
に展開する。

社
会
教
育
課

社
会
教
育
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

9
恐竜博物館常設
展運営事業

恐竜博物館の常設展示の管理
を適切に行い、利用を促進す
る。

社
会
教
育
課

社
会
教
育
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

10
ミュージアム
ショップ運営事業

博物館利用者への自然科学や
地域文化の普及とサービスの充
実を図るとともに、地域産業と連
携したグッズの開発に取り組む
ことによって地域活力の向上に
寄与する。

社
会
教
育
課

社
会
教
育
係

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

12
無形文化財保持
団体助成事業

地域に古くから伝承されてきた
伝統芸能や伝統技術・文化を保
存・継承する団体へ助成金を支
援する。

社
会
教
育
課

社
会
教
育
係

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容
社
会
教
育
係

11 自主文化事業

大人から子供まで、すべての町
民が楽しめる自主文化事業とし
て「子ども英語劇」や「親子参加
型ファミリーコンサート」を実施
する。

社
会
教
育
課

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

3 活力のある御船町

1 農林業の振興

1 経営基盤の強化及び整備

３　成果指標

単位

ha

４　取組予定 ( 23事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

1,090 1,178 1,178 1,178
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 1,090 1,178 1,178 1,178

1,964 2,956 2,956 2,956
国庫支出金 982 1,478 1,478 1,478
県支出金 491 739 739 739
地方債
その他

一般財源 491 739 739 739

36 37 37 37
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 36 37 37 37

6,241 6,165 6,165 6,165
国庫支出金 4,251 4,137 4,137 4,137
県支出金
地方債
その他

一般財源 1,990 2,028 2,028 2,028

62,420 62,108 62,108 62,108
国庫支出金 22,004 22,004 22,004 22,004
県支出金 19,732 19,732 19,732 19,732
地方債
その他

一般財源 20,684 20,372 20,372 20,372

基本目標 ➢営農活動に必要な農業用機械及び施設整備等を支援します。
➢農業用用排水施設や農道、圃場の整備を進め、生産性の高い農業を推進します。
➢耕作放棄地の発生防止や農家の経営安定化等を図るため、農地の利用集積を推進しま
す。
➢農業者の作成した経営計画の達成に向けて支援します。
➢有害鳥獣被害対策として侵入防止柵等の設置に係る支援や、専門的知識を持った人材
の派遣による効果的な設置方法等の指導を通じ、農作物被害の抑止を図ります。また、関
係機関と連携し、有害鳥獣の捕獲による頭数減少の取組を推進します。
➢森林資源の適切な管理体制を構築します。

基本施策

施策の方向

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

基盤整備実施済農地面積 550 573

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

1
農業振興補助事
業

農業振興に資する各種団体へ
の助成事業。

農
業
振
興
課

農
林
企
画
係

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

2
環境保全型農業
直接支援対策事
業

化学肥料・化学合成農薬を原則
5割以上低減する取組と合わせ
て行う地球温暖化防止や生物
多様性保全に効果の高い営農
活動を支援する事業。

農
業
振
興
課

農
林
企
画
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

3 畜産事業
牛母体の異常産、流行熱の予
防及び子牛の予防接種を行い
牛の品質向上を図る事業。

農
業
振
興
課

農
林
企
画
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

4
経営所得安定対
策推進事業

水田における食糧自給の向上
に資する麦、大豆、飼料作物及
び野菜類などを生産する農業者
を支援する事業。

農
業
振
興
課

農
林
企
画
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

5
中山間地域等直
接支払交付金事
業

中山間の耕作放棄地の発生防
止や解消を図り、適切な農業生
産活動の維持を通して多面的
機能を確保することを目的とし
た事業。

農
業
振
興
課

農
林
企
画
係

各種農業団体の活動支援

環境にやさしい農業に取り組む農業者の支援

牛の各種予防接種の実施

営農計画に基づく現地確認・国への申請事務

中山間における農地の維持管理支援（第5期） 第６期
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

13,297 13,317 13,317 13,317
国庫支出金 13,260 13,260 13,260 13,260
県支出金
地方債
その他

一般財源 37 57 57 57

3,280 4,545 4,545 4,545
国庫支出金

県支出金 86 170 170 170
地方債
その他

一般財源 3,194 4,375 4,375 4,375

5,153 2,049 2,049 2,049
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 5,153 2,049 2,049 2,049

2,720 3,400 3,400 3,400
国庫支出金

県支出金 1,360 1,700 1,700 1,700
地方債
その他

一般財源 1,360 1,700 1,700 1,700

299 0 0 0
国庫支出金

県支出金 299
地方債
その他

一般財源

886 217 217 217
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 886 217 217 217

0 3,806 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 3,806

一般財源

39,654 43,291 43,291 43,291
国庫支出金 19,827 21,645 21,645 21,645
県支出金 9,913 10,823 10,823 10,823
地方債
その他

一般財源 9,914 10,823 10,823 10,823

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

6
新たな森林経営
管理制度事業

森林経営管理が行われていな
い森林（人工林）について、町が
仲介役となり、森林所有者と林
業経営者をつなぎ森林整備を進
めていく事業。

農
業
振
興
課

農
林
企
画
係

○ ○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

7
鳥獣被害防止総
合対策事業

野生鳥獣による農林業被害を
抑制するため、捕獲報奨金及び
侵入防止柵等の整備を支援す
る事業。

農
業
振
興
課

農
林
企
画
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

8
林業用施設補修
及び整備等事業

筍生産や間伐等に必要不可欠
な林道と作業道の補修及び整
備を支援する事業。

農
業
振
興
課

農
林
企
画
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

9
くまもと間伐材利
活用推進事業

適正な森林整備に不可欠な間
伐の実施を増進し、優良間伐材
の流通に係る経費の一部を森
林所有者に対し助成する事業。

農
業
振
興
課

農
林
企
画
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

10
食べる竹・使う
竹・魅せる竹生産
支援事業

筍や竹の新たな需要に対応す
るため、意欲ある生産者や伐竹
業者の体制整備を支援し、竹資
源の利用拡大、ひいては荒廃竹
林化の防止・減少を図る事業。

農
業
振
興
課

農
林
企
画
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

11
森林・山村多面
的機能発揮事業

森林の有する多面的機能の発
揮に向け、地域住民等による森
林の保全管理活動等の取組を
支援する事業。

農
業
振
興
課

農
林
企
画
係

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

12

御船農業振興地
域整備計画書策
定業務
（全体見直し）

概ね5年毎に整備計画の見直し
が求められているが、当町は平
成22年以来、見直しがされてい
ない。令和2年度から3ヵ年計画
で見直し業務に着手しており、
最終年の令和4年度に整備計画
を策定する事業。

農
業
振
興
課

農
地
係

★わくわくプロ
ジェクト

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

13

多面的機能支払
交付金事業
（農地維持・資源
向上）

地域の共同活動による、地域資
源の適切な保全管理を支援す
る事業

農
業
振
興
課

農
地
係

★わくわくプロ
ジェクト

森林経営が困難な所有者に代わっての森林整備等

被害防止計画に基づく捕獲・防護柵等の資材購入支援

林道・作業道の維持管理

木材の流通経費に係る費用補助

団体への支援

森林の保全活動に取り組む団体への支援

農村地域の保全管理支援（第2期）

整備計画書策定

農村地域の保全管理支援（第3期）
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

5,931 4,826 4,826 4,826
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 5,931 4,826

一般財源 4,826 4,826

873 300 300 300
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 873 300 300 300

16,287 16,581 16,581 16,581
国庫支出金

県支出金 8,135 8,261 8,261 8,261
地方債
その他 4,693 4,766 4,766 4,766

一般財源 3,459 3,554 3,554 3,554

34,529 62,041 41,852 27,444
国庫支出金

県支出金 6,379 7,873 6,277 4,116
地方債 19,700 37,000 25,100 16,400
その他

一般財源 8,450 17,168 10,475 6,928

55,322 258,677 150,000 0
国庫支出金 27,661 128,838 75,000
県支出金 7,745 36,075 21,000
地方債 17,900 83,400 47,700
その他

一般財源 2,016 10,364 6,300

0 20,196 13,812 14,157
国庫支出金 16,000
県支出金
地方債 3,700 12,400 12,700
その他

一般財源 496 1,412 1,457

3,872 0 49,013 43,479
国庫支出金 49,013 43,479
県支出金
地方債
その他

一般財源 3,872

0 7,800 4,000 0
国庫支出金

県支出金 4,894 4,000
地方債
その他

一般財源 2,906

20
防衛施設周辺障
害防止事業

○

上野地区の流域には自衛隊の
大矢野原演習場があり、訓練に
よる荒廃のため保水力が減少し
農業用水不足が生じ営農に支
障をきたしていると推定される。
この農業用水の不足を補うた
め、土水路のライニング等の改
修を行う。

農
業
振
興
課

21
農道橋梁点検及
び保全計画策定
事業

○

個別施設計画を基に定期点検
を実施するものである。
橋梁の現状を把握し橋梁の安
全性や使用性に悪影響を及ぼ
している損傷を早期に発見する
ことで適切な措置を可能にし、
安全かつ円滑な交通を確保す
る。

農
業
振
興
課

整
備
係

○ ○

整
備
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

19
農村地域防災減
災事業

災害を未然に防止し、農村地域
の防災力の向上を図るための
総合的な防災・減災対策を実施
する。

農
業
振
興
課

整
備
係

○ ○

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

14

農業用施設補
修・更新事業
（重機借上・原材
料支給）

農道、用排水路等の農業用施
設を受益者自ら整備を行う場合
に材料費、重機借上費を補助す
る。

農
業
振
興
課

整
備
係

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

15

町単土地改良事
業
（農業用施設の
維持補修）

農業用施設の維持補修・改良を
受益団体自ら行うものに対し
て、事業費の1/2（最高30万円）
を補助する。

農
業
振
興
課

整
備
係

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

16
県営天君ダム維
持管理事業

熊本県天君農地防災ダムを熊
本県の委託を受けて管理する。

農
業
振
興
課

整
備
係

○ ○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

17
中山間地域総合
整備事業

中山間地域の農業生産基盤の
整備を目的とし、御船町、益城
町、甲佐町との3町連携により事
業を行う。

農
業
振
興
課

整
備
係

○ ○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

18
地方創生道整備
交付金事業

観光拠点及び農産物の生産地
とを繋ぐアクセス道として、町道
と農道の一体的な整備を行う。

農
業
振
興
課

整
備
係

申請受付・交付決定・支給

申請受付・交付決定・交付

天君ダム管理・運営

保全対策工事

計画策定

換地・測量設計・工事

対策工事

概要調査 本調査

点検・計画

補助金要望

点検・計画
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

3,881 5,175 2,329 0
国庫支出金

県支出金
地方債 3,400 4,600 2,000
その他

一般財源 481 575 329

0 400 400 400
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 400 400 400

一般財源

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

22
水利施設等保全
高度化事業

糸田堰は昭和45年の改築後約
50年が経過し、老朽化による摩
耗・ひび割れの進行や漏水が生
じているため、本事業により保
全対策を実施することで農業用
水の安定供給を確保し、地域農
業の継続的な発展を図る。

農
業
振
興
課

整
備
係

○

23
町単中山間地域
小規模農地基盤
整備補助事業

中山間地域の狭い農地を畦畔
除去等によって拡大することに
より、農業生産基盤を強化し、
農業生産の効率性を高め、耕
作放棄地の解消及び農業担い
手の確保を図ることを目的に、
補助金を交付する。

農
業
振
興
課

整
備
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

○

保全対策

申請受付・交付決定・交付
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

3 活力のある御船町

1 農林業の振興

2 多様な担い手の育成・確保

３　成果指標

単位

経営体

４　取組予定 ( 2事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

3,000 3,000 3,000 3,000
国庫支出金 3,000 3,000 3,000 3,000
県支出金
地方債
その他

一般財源

2,488 2,407 2,407 2,407
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 2,488 2,407 2,407 2,407

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

基本目標

➢後継者や新規就業者、認定農業者等、農林業の多様な担い手を育成・確保する環境整
備を推進します。

基本施策

施策の方向

認定農業者登録法人数 12 15

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

1
農業次世代人材
投資事業

次世代を担う農業者となること
を志向する者に対し、就農直後
の経営確立を支援する資金（経
営開始型（5年以内））を交付す
る事業。

農
業
振
興
課

農
林
企
画
係

○

取組内容

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

農
林
企
画
係

2
認定農業者の支
援事業

認定農業者の経営拡大及び発
展に対する取組を支援する事
業。

農
業
振
興
課

経営改善計画（5年間）の認定・再認定

新規就農者の育成支援
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

3 活力のある御船町

2 商工業の振興

1 企業の育成・支援

３　成果指標

単位

件

４　取組予定 ( 2事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

26 150 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 26 150

0 0 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

商
工
観
光
係

○

取組内容

2
中小企業振興事
業

中小企業・小規模事業者振興条
例（仮）を策定し、地域経済の発
展と町民生活の向上に貢献す
る中小企業を支援します。

商
工
観
光
課

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

基本目標

➢町内企業の経営競争力の強化と企業間連携の推進による産業の振興を支援するととも
に、事業承継や創業支援に取り組みます。
➢消費者ニーズを把握し、商品の品質向上や地場産品を使った新商品開発を支援するとと
もに、御船町認定特産品のプロモーションを支援します。
➢町民の買い物の利便性向上や商店の賑わい創出を支援します。

基本施策

施策の方向

新規創業店舗数 2
20

（4年間累計）

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

○ ○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

商
工
観
光
係

1
御船町地域特産
品認定事業

本町の地域資源を活用した製
造者や生産者を対象に、創意工
夫の食品や加工品、農産物、工
芸品を町特産品として認定を行
い、認定された特産品の情報
を、消費者へ広く発信すること
で、本町の認知度向上や地域
経済の活性化を図る。

商
工
観
光
課

新規認定リーフレット作成

事業見直し・新規認定

中小企業支援条例制定

事業費・財源未定

事業費・財源未定
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

3 活力のある御船町

3 雇用環境の創出

1 企業誘致の推進

３　成果指標

単位

件

４　取組予定 ( 4事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

31,382 16,583 104,500 130,500
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 26,698 12,241

一般財源 4,684 4,342 104,500 130,500

0 0 5,000 10,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 5,000 10,000

0 0 5,000 10,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 5,000 10,000

1,574 4,615 5,000 5,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 1,574 4,615

一般財源 5,000 5,000

財
源
内
訳

★わくわくプロ
ジェクト

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

★わくわくプロ
ジェクト

企
業
誘
致
係

○ ○

取組内容

一
般
会
計

事業費

企
業
誘
致
係

○ ○

3

企業誘致の推進
（半導体関連企
業への誘致戦
略）

半導体関連企業の誘致を推進
するため、適地の選定及び誘致
戦略プログラムの策定を図り、
操業支援にかかる支援策を検
討する。

商
工
観
光
課

取組内容

2

企業誘致の推進
（中山間地域へ
の誘致戦略）

中山間地域への産業活性化を
図るため、上野吉無田インター
周辺を拠点とした企業誘致に注
力する。
適地の選定及び求められる業
態を調査し、誘致戦略プログラ
ムの策定を図り、創業にかかる
支援策を検討する。

商
工
観
光
課

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

基本目標

➢インターチェンジ周辺への企業誘致を推進し、雇用創出、税収増加、定住促進、財政健全
化を図ります。
➢企業誘致の受け皿として、廃校施設等の遊休公有財産の課題を整理して、積極的な利活
用を図ります。

基本施策

施策の方向

企業立地件数
0

（平成30年度）
4

（4年間累計）

他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

企
業
誘
致
係

★わくわくプロ
ジェクト

連
番

事業 担当課・係

1
企業誘致事業

インターチェンジ周辺の地理的
優位性を活かして、雇用の創出
や税収の増加、定住の促進、財
政の健全化につながるような、
経済的波及効果が期待できる
企業誘致の推進を図る。

商
工
観
光
課

○ ○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

4

台湾企業の誘致
推進

○

台湾との交流を図ることで相互
の信頼関係を深めていき、半導
体関連の台湾企業誘致を推進
する。

商
工
観
光
課

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

★わくわくプロ
ジェクト

企
業
誘
致
係

○ ○

取組内容

継続実施

敵地選定・誘致戦略

適地選定・誘致戦略

誘致支援

事業

誘致支援

事業

台湾との交流・企画立案 適地選定・誘致戦略
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

3 活力のある御船町

3 雇用環境の創出

2
就労の促進と多様な働き方の

支援

３　成果指標

単位

件

４　取組予定 ( 2事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

266 266 266 266
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 266 266 266 266

760 760 760 760
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 760 760 760 760

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

商
工
観
光
課

企
業
誘
致
係

1
御船町企業連絡
協議会補助事業

各種情報交換や交流を通じて
御船町及び企業との連携を強
化することにより、企業の事業
活動（人材確保等）を側面から
支援し、協議会参加企業の発展
と御船町の持続的な発展を図る
ことを目的とした事業運営費を
補助する。

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

基本目標

➢子育て世代、若者、移住者、外国人など働き手の多様なニーズと立地企業のマッチング
に努めます。
➢性別に関わりなく参画できる意識醸成を図るとともに、ワーク・ライフ・バランスを考慮した
環境づくりを支援します。

基本施策

施策の方向

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

町内事業所の「ブライト企業」認定数 1 3

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

2
シルバー人材セ
ンター補助事業

高齢者の生きがいの充実や社
会参加を希望する高齢者の願
いに応えるため組織的に就業の
場を確保し提供するセンターの
活動費を補助する。

福
祉
課

社
会
福
祉
係

取組内容 継続実施

継続実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

3 活力のある御船町

4 計画的な土地利用の推進

1 活力ある土地利用の推進

３　成果指標

単位

区画

４　取組予定 ( 4事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

0 0 44 44
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 44 44

50,077 48,257 41,965 0
国庫支出金 23,155 21,492 21,492
県支出金 11,577 10,746 10,746
地方債
その他

一般財源 15,345 16,019 9,727

46,042 37,064 60,000 60,000
国庫支出金 23,021 18,532 30,000 30,000
県支出金 11,510 9,266 15,000 15,000
地方債
その他

一般財源 11,511 9,266 15,000 15,000

15,458 16,948 100,000 100,000
国庫支出金 5,669 6,821 53,000 53,000
県支出金
地方債 5,100 5,300 42,300 42,300
その他

一般財源 4,689 4,827 4,700 4,700

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

基本目標

➢近年の社会情勢に合わせた合理的な土地利用を進めます。
➢インターチェンジ周辺については、商業地、農地、企業用地などを計画的に活用すること
で、地域振興に資する拠点形成を進めます。
➢中山間地域及び平坦地の特色を生かし、自然環境、住環境、産業基盤の調和のとれた
秩序ある土地の活用を誘導します。
➢地籍を明確化し、公共事業・土地取引等の円滑化、課税の適正化を図るため、地籍調査
（国土調査）を計画的に進めます。

基本施策

施策の方向

新たに整備された住宅の区画数 23
100

（4年間累計）

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

1
管内図（白図）作
成事業

町内の工事等に使用する管内
図の作成・在庫管理を行い、販
売等の用に供する。

商
工
観
光
課

企
業
誘
致
係

地
籍
調
査
係

取組内容

○

取組内容

2
熊本地震に伴う
座標補正・パラ
メータ検証測量

平成28年熊本地震の影響によ
り、地形に著しく変化が生じた座
標の補正を行う。

農
業
振
興
課

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

3
国土調査（地籍
調査）

一筆ごとの土地の所有者、地
番、地目を調査し、境界の位置
と面積を測量後に、閲覧・訂正
等を行う。

農
業
振
興
課

地
籍
調
査
係

土
木
係

○ ○

○

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

4

中原北用地を含む御船原台地一帯
への企業誘致等の都市的土地利
用を図るため、アクセス道路の整備
を実施する。

①町道 御船白旗線
②町道 白岩工業団地線

建
設
課

瓜山地区
道路改良工事

（再掲）

★わくわくプロ
ジェクト

販売・在庫管理

座標補正

一筆地調査

閲覧・訂正

一筆地調査

閲覧・訂正

閲覧・訂正

一筆地調査

閲覧・訂正

一筆地調査

不足分増刷

測量設計
②改良工事②用地交渉②用地測量

①用地測量 ①用地交渉
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

4 人が集う御船町

1 観光交流の促進

1 観光拠点施設の整備の充実

３　成果指標

単位

人

４　取組予定 ( 2事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

0 0 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源

2,050 2,497 2,497 2,497
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 2,050 2,497

一般財源 2,497 2,497

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

基本目標

➢観光交流センターの情報発信機能を強化し、恐竜博物館や吉無田高原などの認知度を
向上させるとともに、３箇所のＩＣを有するアクセス性を活かし、観光客の受け皿となる拠点と
して、強みである恐竜を活かした施設整備を推進します。また、御船街なかギャラリーや八
勢目鑑橋をはじめとした歴史的価値の高い地域資源を活用して、観光客の町内への回遊を
促します。
➢本町特有の資源である恐竜を活かし、「化石発掘体験」を産業化し、着地型観光として観
光客の誘致を図ります。

基本施策

施策の方向

年間観光客数
313,000

（平成30年度）
550,000

他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

連
番

事業 担当課・係

2

吉無田高原の自然を最大限活
かしたスポーツイベントを誘致
し、緑の村を含む吉無田高原全
体の認知度向上と経済波及を
促す。

商
工
観
光
課

★わくわくプロ
ジェクト

吉無田高原ス
ポーツツーリズム
事業

1

吉無田高原緑の
村リゾート整備事
業

吉無田高原が持つ風景や自然
の特色を活かした体験コンテン
ツや、宿泊施設などの整備を、
民間資本等の活用により行い、
吉無田高原バージョンのリゾー
ト化を図る。

商
工
観
光
課

★わくわくプロ
ジェクト

商
工
観
光
係

緑
の
村
特
会

事業費

財
源
内
訳

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

商
工
観
光
係

○

取組内容

取組内容

○

イベント実行委員会補助金

トレイルランニング大会 マウンテンバイク大会

事業化検討

基本構想策定準備 基本構想策定

事業費・
財源未定
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

4 人が集う御船町

1 観光交流の促進

2
おもてなし人材の育成と受入体

制の構築

３　成果指標

単位

人

４　取組予定 ( 1事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

2,438 14,198 5,138 5,138
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 2,438 14,198 5,138 5,138

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

基本目標

➢観光ガイドや恐竜ガイドなど専門的知識を持つおもてなし人材の育成を支援します。
➢観光資源を有効に活用した着地型・滞在型観光を軸として、民間が取り組む観光客の受
入体制の整備を支援します。また、観光協会を主体とした御船版ＤＭＯ（Destination
Management /Marketing Organization）を組織し、商工会やその他関係機関と連携するとと
もに、広域的な周遊観光と連動することで、地域経済が循環する仕組みを構築します。

基本施策

施策の方向

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

恐竜ガイド・観光ガイド数 34 50

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

1
観光受入体制整
備事業

観光資源を有効活用した着地型・滞在
型観光を軸として、観光客が快適に回
遊できる環境整備（観光案内の設置・
改善、観光地の整備改善、関連団体の
育成等）を図るとともに、町内の回遊性
を高め滞在時間を伸ばす仕組みを構
築する。

商
工
観
光
課

商
工
観
光
係

○ ○

取組内容
観光協会補助金 御船LOVEクラブ補助金

回遊促進事業
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

4 人が集う御船町

2 移住定住の促進

1 新しい人の流れの創出

３　成果指標

単位

人

４　取組予定 ( 5事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

8,548 17,915 13,530 13,530
国庫支出金

県支出金 3,450 1,950 1,950
地方債
その他 190

一般財源 8,358 14,465 11,580 11,580

54,907 66,919 66,919 66,919
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 54,907 66,919 66,919 66,919

887 3,000 3,000 3,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 887 3,000

一般財源 3,000 3,000

149 900 900 900
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 149 900

一般財源 900 900

0 5,059 69 69
国庫支出金 2,495
県支出金
地方債
その他

一般財源 2,564 69 69

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係 ○

取組内容

4

空き家バンクへの登録を促進さ
せるため、所有者の相続登記及
び家財撤去費用の一部に助成
を行う。

企
画
財
政
課

空き家活用支援
助成事業

★わくわくプロ
ジェクト

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

基本目標

➢本町の魅力を知り関心を持つ人を増やし、移住定住につながる取組を推進します。
➢既存産業の育成や企業誘致、創業支援を通じて安定した雇用の創出を図り、若者を中心
とした定住促進を図ります。
➢空き家活用など受け入れ体制の充実を図ります。

基本施策

施策の方向

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

年間転入者数
630

（平成26～30年度平
660

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

1

他自治体からの移住希望者を
御船町に受け入れることで、地
域づくり及びまちづくりの人材を
確保するための事業。

企
画
財
政
課

○

★わくわくプロ
ジェクト

移住定住推進事
業

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

2
地域おこし協力
隊活用事業

国のまち・ひと・しごと創生総合
戦略の移住施策の一つであり、
三大都市圏及び政令指定都市
から御船町に住所を移してもら
い、地域おこし協力隊として委
嘱し、町及び地域の課題解決
や、地域の自主的な活動支援
等を行う事業

企
画
財
政
課

○

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係

○ ○

3
町内の空き家の改修を助成す
ることで、移住者の住居の受け
皿として活用する。

企
画
財
政
課

空き家改修助成
事業

★わくわくプロ
ジェクト

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

5
空家等対策事業

〇

空家等対策の推進を図るため、
空家等対策の基礎となる調査
や有識者の意見を聞くための協
議会の運営を行う。

企
画
財
政
課

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

★わくわくプロ
ジェクト

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係 ○

取組内容

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

実施
計画策定

調査
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

4 人が集う御船町

3 積極的な情報発信

1 魅力の発信

３　成果指標

単位

件

４　取組予定 ( 7事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

5,875 7,049 7,049 7,049
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 5,875 7,049 7,049 7,049

1,690 931 931 931
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 1,690 931 931 931

1,200 24,992 1,200 1,200
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 1,200 24,992 1,200 1,200

0 0 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源

4,000 0 0 0
国庫支出金 4,000
県支出金
地方債
その他

一般財源

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

基本目標

➢本町の観光や生活する場としての魅力を町内外に発信する仕掛けづくりに取り組みま
す。
➢町民一人ひとりが本町の魅力を再発見できるように、情報共有を促進します。

基本施策

施策の方向

メディア露出件数 20 50

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

5

御船町ふれあい
広場観光拠点化
事業

御船町の中心に位置する「ふれ
あい広場」を、観光客の町内回
遊のハブとして活用し、ブルック
像や恐竜博物館と連動した交流
人口の拡大を図る。また、御船
町の魅力を町内外へ発信する
イベントへの補助を行う。

商
工
観
光
課

商
工
観
光
係

★わくわくプロ
ジェクト

○ ○

取組内容

3 御船町ＰＲ事業

御船町の魅力を町内外に発信
していくため、様々な手法（公式
YouTube、各種SNS、電子雑誌
等）で、御船町のシティプロモー
ションを行う。

商
工
観
光
課

一
般
会
計

事業費

4
町勢要覧作成事
業

御船町の概要や歴史、魅力など
を広く紹介するため、町勢要覧
を作成する。

企
画
財
政
課

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係

商
工
観
光
係

財
源
内
訳

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

取組内容

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

1
広報みふね発行
事業

毎月広報紙を発行し、町民に町
からの情報を発信し、町からの
様々な情報収集手段とする事
業。

総
務
課

管
理
係

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

2
御船町ホーム
ページの運用管
理

行政情報やイベントなど、町の
情報を町内外に対しいち早く発
信するとともに、町民にとって見
やすくわかりやすいホームペー
ジとなるよう運用管理を行う。

総
務
課

管
理
係

配布・在庫管理・時点修正

作成・発行

民間活用によるイベント等実施

作成・発行 作成・発行 作成・発行

継続実施

継続実施

電子雑誌PR事業

事業費・財源未定
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

0 14,450 1,000 1,000
国庫支出金 7,225
県支出金
地方債
その他

一般財源 7,225 1,000 1,000

4,415 4,349 4,349 4,349
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 4,415 4,349

一般財源 4,349 4,349

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

★わくわくプロ
ジェクト

社
会
教
育
係

○

取組内容

7
ブルック音楽祭

ブルック像を中心にふれあい公
園やカルチャーセンターを音楽
活動や表現活動の一つの場とし
て広く利用を呼びかけ、町内外
へ発信する。

社
会
教
育
課

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

御船町観光デジ
タル化事業

6 〇

観光ガイドの知識や観光資源・
歴史・震災遺構等を音声ガイド
やVRコンテンツ等としてデジタ
ル化。さらに、観光マップアプリ
により、町内観光地の回遊ルー
ト検索など観光しやすい環境を
整備し、観光客の更なる増加を
図る。

商
工
観
光
課

商
工
観
光
係

○

継続実施

コンテンツ・

アプリ作成
観光スポット追加

関連イベント実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

5 総合計画の適正な推進

1 行財政運営の適正化

1 安定的な自主財源の確保

３　成果指標

単位

―

４　取組予定 ( 4事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

2,374,000 2,600,000 2,600,000 2,600,000
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 2,374,000 2,600,000 2,600,000 2,600,000

一般財源

613 1,236 1,236 1,236
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 613 1,236 1,236 1,236

一般財源

0 0 10 10
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 10 10

7,604 0 4,422 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 7,604 4,422

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

徴
収
係

取組内容

4
納付のキャッシュ
レス化

納付書にQRコードを印字すること
で、納付書や口座振替による納
付に加え、「地方税お支払サイト」
からクレジットカードやスマホ決済
アプリでの納付を可能とする。
R5年度は固定資産税と軽自動車
税、R7年度は住民税と国保税へ
導入予定。納付機会の拡充によ
り納税者等の利便性向上を図る。

町
民
税
務
課

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

基本目標

➢企業誘致やふるさと納税の取組の推進や、適正課税に努め滞納対策を強化し、自主財
源の確保に努めます。

基本施策

施策の方向

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

― ― ―

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

1
ふるさと納税推進
事業

ふるさと応援寄附金を募り、町
の財源確保に寄与する。

企
画
財
政
課

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

2
地方創生応援税
制（企業版ふるさ
と納税）

企業から寄附金を募り、町の財
源確保に寄与する。

企
画
財
政
課

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係

課
税
係

○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

3 租税教育 ○

将来の納税者として、税に対す
る興味や関心を深めるため、税
務署と連携し小学生への租税
教育・啓発等を行う。

町
民
税
務
課

実施

継続実施

継続実施

稼働準備 稼働準備
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

5 総合計画の適正な推進

1 行財政運営の適正化

2 財政運営の効率化の推進

３　成果指標

単位

―

４　取組予定 ( 6事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

0 0 4,344 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 0 0 4,344 0

0 0 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源

134,334 0 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 134,334

一般財源

32,540 7,780 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 32,540

一般財源 7,780

0 2,674 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 2,674

取組内容

総
務
課

管
理
係

事業費

財
源
内
訳

企
業
誘
致
係

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

取組内容

一
般
会
計

取組内容

管
理
係

事業費

財
源
内
訳

取組内容

一
般
会
計

一
般
会
計

管
理
係

事業費

財
源
内
訳

管
理
係

目標値（令和５年度）

基本目標

➢事務事業の精査により、業務の効率化・集約化を図り、民間委託やＲＰＡの活用などにつ
いて検討を行います。限られた人員の再配置を行う中で、多様化する町民ニーズに対応す
る職員の意識改革と人材育成を図ります。
➢公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設の有効活用を図るとともに、遊休施設等は
貸付や売却を進めます。

基本施策

施策の方向

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）

―

公共施設整備及
び有効活用事業

財政運営の効率化を推進するこ
とを目的とし、公共施設等総合
管理計画・個別施設計画に基づ
き、施設や設備の改修を計画的
に行い有効活用を図る。

4

御船町情報通信
基盤施設運営事
業の民間移行計
画

3
御船町役場本庁
舎外壁改修等改
修工事

本庁舎の外壁廻りの調査を行
い、長寿命化工法を用い庁舎外
壁等を改修する事業

連
番

事業

1

平成23年度から公設民営方式
により運営を開始した情報通信
基盤施設運営事業（光インター
ネットサービス事業）を、高機能
通信機器等の新たな設備投資、
機器更新の財政負担軽減及び
加入者への継続的かつ安定し
たサービスの提供等を目的とし
て民間移行するための事業

―

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

―

担当課・係
他計画の
位置付け

総
務
課

総
務
課

5
御船町役場庁舎
OAフロア化事業

○

本庁舎のOAフロア化の基本設
計を行い、デジタル化に対応す
る環境整備を行う事業。令和7
年度の機器更新までにDX推進
に向けて取り組む。

総
務
課

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

2
閉校・遊休施設
等利活用事業

統廃合等で閉校・閉園となった
施設や遊休土地等について、
「御船町閉校施設及び遊休施設
等利活用検討委員会」において
議論し、積極的な有効活用を図
る。

商
工
観
光
課

工事実施

民間移行

運用・検証 見直し・検証

施設・

整備

基本設計 実施設計 改修工事

利活用の検討

事業費・財源未定
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

連
番

事業

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

担当課・係
他計画の
位置付け

0 10,494 2,667 3,201
国庫支出金 5,247
県支出金
地方債
その他

一般財源 5,247 2,667 3,201

一
般
会
計

徴
収
係

○
事業費

財
源
内
訳

取組内容

6
コンビニ収納等に
よる納付機会の
拡充

○

納付書にバーコードを印字する
ことで、コンビニでの納付やクレ
ジットカード、スマホ決済アプリ
での納付などを可能とする。
納付機会を拡充することで、納
税者等の利便性向上を図る。

町
民
税
務
課

計画計画検討
システ

ム導入
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

5 総合計画の適正な推進

1 行財政運営の適正化

3 広域連携の推進

３　成果指標

単位

―

４　取組予定 ( 1事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

30 65 65 65
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 30 65 65 65

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

基本目標

➢町域を超えた課題解決や住民サービスの向上を図るため、「熊本連携中枢都市圏」など
を活用した近隣市町村との広域連携を推進します。

基本施策

施策の方向

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

― ― ―

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

1
都市圏域広域連
携推進事業

熊本連携中枢都市圏や九州中
央地域連携推進協議会の取組
を通じ、多自治体との広域的か
つ多面的な交流・連携体制を構
築する。

企
画
財
政
課

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係 ○ ○ ○

取組内容 継続実施
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

5 総合計画の適正な推進

1 行財政運営の適正化

4 情報公開の推進

３　成果指標

単位

―

４　取組予定 ( 2事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

1,690 931 931 931
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 1,690 931 931 931

5,875 7,049 7,049 7,049
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 5,875 7,049 7,049 7,049

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

管
理
係

取組内容

2

広報みふね発行
事業

（再掲）

毎月広報紙を発行し、町民に町
からの情報を発信し、町からの
様々な情報収集手段とする事
業。

総
務
課

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

基本目標

➢予算、決算等の行政情報を、多様な手段により住民に分かりやすく公表するよう努めま
す。

基本施策

施策の方向

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

― ― ―

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

1

御船町ホーム
ページの運用管
理

（再掲）

行政情報やイベントなど、町の
情報を町内外に対しいち早く発
信するとともに、町民にとって見
やすくわかりやすいホームペー
ジとなるよう運用管理を行う。

総
務
課

管
理
係

取組内容 継続実施

作成・発行 作成・発行 作成・発行 作成・発行
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令和５年度　御船町総合計画実施計画（令和５年度～令和７年度）

１　属性 ２　施策の展開

5 総合計画の適正な推進

2 町民と行政の共働によるまちづくり

1 共働社会の仕組みづくり

３　成果指標

単位

―

４　取組予定 ( 4事業）

決算
見込額
（千円）

名称
新
規

事業概要 課 係
戦
略

復
興

強
靱

R4 R5 R6 R7

67 486 324 324
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 67 486 324 324

0 0 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源

10,007 11,605 0 0
国庫支出金

県支出金
地方債
その他 10,007 11,605

一般財源

0 774 774 774
国庫支出金

県支出金
地方債
その他

一般財源 774 774 774

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

3 復興祭の開催

御船町の震災からの復興を記
念するとともに、震災により犠牲
になられた方への追悼の意を込
め“復興の鐘”を設置し、その除
幕式を兼ねた復興祭を開催す
る。

企
画
財
政
課

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係 ○

取組内容

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係 ○ ○ ○

取組内容

2
他業種との連携
体制の構築

さまざまな分野での地域課題に
対し、町と民間企業等が協力
し、解決を目指すため、他業種
との包括連携協定を締結するな
ど、民間企業等が持つノウハウ
や最新の技術、サービス等を活
用した地域課題の解決や町民
サービスの向上を図る。

企
画
財
政
課

指標名
計画策定時の

現状値（令和元年度）
目標値（令和５年度）

基本目標

➢住民、事業者、地域団体等と行政など多様な主体がそれぞれの役割に応じて協力、連携
して町づくりに取り組む、自助・共助・公助の仕組みづくりに取り組みます。また、町民が普
通の生活を送るなかで、特に意識することなく町づくりに参加できるような取り組みを検討し
ます。

基本施策

施策の方向

年度ごとの取組内容と事業費内訳

費目

予算見込額
（千円）

会
計
区
分

― ― ―

連
番

事業 担当課・係
他計画の
位置付け

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

1
総合計画等の推
進

計画的な町政運営を図るため、
第６期総合計画や第２期まち・
ひと・しごと創生総合戦略、震災
復興計画等の検証や進捗管理
を行う。

企
画
財
政
課

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係 ○ ○ ○

取組内容

4 SDGsの推進

SDGsの視点から、将来を見据
えた持続可能なまちづくりを推
進するため、SDGsに関する職
員の意識醸成を図るとともに、
企業などへの普及啓発を推進
する。

企
画
財
政
課

一
般
会
計

事業費

財
源
内
訳

企
画
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

係 ○ ○

取組内容

後期計画

策定
運用・検証 後期計画の運用・検証

継続実施

復興祭の

開催

継続実施

復興の鐘

設置
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